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1 議案第 ８７ 号 西宮市駐車施設附置条例の一部を改正する条例制定の件

2 議案第 ８８ 号 地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関

する条例制定の件

3 議案第 ８９ 号 西宮市個人番号を利用する事務等を定める条例の一部を改正する条

例制定の件

4 議案第 ９０ 号 西宮市運動施設条例の一部を改正する条例制定の件

5 議案第 ９１ 号 西宮市環境まちづくり基金条例制定の件

6 議案第 ９２ 号 西宮市附属機関条例の一部を改正する条例制定の件

7 議案第 ９３ 号 西宮市介護保険条例の一部を改正する条例制定の件

8 議案第 ９４ 号 西宮市総合福祉センター条例の一部を改正する条例制定の件

9 議案第 ９５ 号 西宮市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例制

定の件

10 議案第 ９６ 号 西宮市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例制定の件

11 議案第 ９７ 号 西宮市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

制定の件

12 議案第 ９８ 号 西宮市地区計画等の区域内における建築物等の制限に関する条例の

一部を改正する条例制定の件

13 議案第 ９９ 号 西宮市手数料条例等の一部を改正する条例制定の件

14 議案第１００号 西宮市斜面地等における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例制定の件

15 議案第１０１号 西宮市営住宅条例の一部を改正する条例制定の件

16 議案第１０２号 西宮市都市公園条例等の一部を改正する条例制定の件

17 議案第１０３号 西宮市水道事業給水条例の一部を改正する条例制定の件

別冊

18 議案第１０４号 令和６年度西宮市一般会計予算

19 議案第１０５号 令和６年度西宮市国民健康保険特別会計予算

20 議案第１０６号 令和６年度西宮市食肉センター特別会計予算

21 議案第１０７号 令和６年度西宮市公共用地買収事業特別会計予算

22 議案第１０８号 令和６年度西宮市介護保険特別会計予算

23 議案第１０９号 令和６年度西宮市後期高齢者医療事業特別会計予算

24 議案第１１０号 令和６年度西宮市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算

25 議案第１１１号 令和６年度西宮市鳴尾外財産区特別会計予算

26 議案第１１２号 令和６年度西宮市集合支払費特別会計予算

27 議案第１１３号 令和６年度西宮市水道事業会計予算

28 議案第１１４号 令和６年度西宮市工業用水道事業会計予算

29 議案第１１５号 令和６年度西宮市下水道事業会計予算



30 議案第１１６号 令和６年度西宮市病院事業会計予算

31 議案第１１７号 令和６年度包括外部監査契約締結の件

32 議案第１１８号 指定管理者指定の議決内容の一部変更の件（西宮市立陸上競技場ほ

か１施設）

33 議案第１１９号 特定事業契約締結の件（西宮中央運動公園及び中央体育館・陸上競

技場等再整備事業）

34 議案第１２０号 訴え提起の件（建物明渡等請求事件）

35 議案第１２１号 訴え提起の件（市営住宅明渡し等請求事件）

36 議案第１２２号 市道路線認定の件（西第１４５０号線ほか３路線）

37 議案第１２３号 工事請負契約変更の件（甲陽園小学校長寿命化改修他工事）

38 議案第１２４号 工事請負契約変更の件（安井小学校運動場他整備工事）

39 報告第 ２７ 号 処分報告の件〔（西宮市手数料条例の一部を改正する条例制定の

件）専決処分〕

40 報告第 ２８ 号 処分報告の件〔（西宮市手数料条例の一部を改正する条例制定の

件）専決処分〕

41 報告第 ２９ 号 処分報告の件｛〔令和５年度西宮市一般会計補正予算（第７号）〕

専決処分｝

42 報告第 ３０ 号 処分報告の件（市長の専決処分事項の指定に基づく専決処分）

別冊

43 報告監第 ６ 号 現金出納検査結果報告（令和５年９月分～１１月分）

44 報告監第 ７ 号 監査結果報告（令和５年度第３回）

45 報告外監第１号 令和５年度包括外部監査結果報告
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議案第 ８７ 号

西宮市駐車施設附置条例の一部を改正する条例制定の件

西宮市駐車施設附置条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市駐車施設附置条例の一部を改正する条例

（西宮市駐車施設附置条例の一部改正）

第１条 西宮市駐車施設附置条例（平成５年西宮市条例第８号）の一部を次のように改正

する。

第４条中「用途変更」を「建築物の部分の用途の変更で、当該用途の変更」に、「附

置しなければならない特定自動車用駐車施設」を「附置すべき特定自動車用駐車施設」

に改め、「控除する」の次に「。この場合において、控除した台数が零を下回るときは、

零とする」を加える。

第６条第１項中「附置しなければならない」を「附置すべき」に改め、「の台数」を

削り、同条第２項中「附置しなければならない」を「附置すべき」に改め、「の駐車台

数」の次に「（建築物の増築により、第３条第３項の表の（あ）欄に掲げる用途に供す

る部分の床面積が増加することにより附置すべき特定自動車用駐車施設の駐車台数があ

る場合は、当該台数を除く。）」を加え、「し、かつ、そのうち少なくとも１台分につ

いては、車いす利用者のための駐車施設として、幅３ ５メートル以上、奥行６メート.

ル以上と」を削り、同条第４項中「前３項」を「前各項」に改め、同項を同条第５項と

し、同条第３項中「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項
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の次に次の１項を加える。

３ 前２項の規定にかかわらず、前項の規定により算出された駐車台数のうち、少なく

とも１台分に係る駐車の用に供する部分の規模は、車いす利用者のための駐車施設と

して、幅３ ５メートル以上、奥行６メートル以上としなければならない。ただし、.

当該建築物又は当該建築物の敷地内に現に１台分以上のこれに相当する規模を有する

特定自動車用駐車施設を有する場合は、この限りでない。

第１２条第１項中「若しくは第２項」を「、第２項若しくは第３項」に改める。

第１５条を第１６条とし、第１４条の次に次の１条を加える。

（努力義務）

第１５条 前各条の規定により特定自動車用駐車施設を附置すべき建築物以外の建築物

（第３条第１項の表の（あ）欄に掲げる地区又は地域内に存するものに限る。）を新

築し、若しくは増築し、又はその部分の用途を変更しようとする者は、この条例の趣

旨に基づき特定自動車用駐車施設を附置するよう努めなければならない。

第２条 西宮市駐車施設附置条例の一部を次のように改正する。

第３条第１項の表中

「

事務所又は病院の用途 特定用途（百貨店その他の 非特定用途（共同住宅及び長

に供する部分 店舗、事務所及び病院を除 屋を除く。）に供する部分

く。）に供する部分

２５０平方メートル ３００平方メートル ５００平方メートル

」

を

「

特定用途（百貨店その 非特定用途（共同住宅及び

他の店舗を除く。）に 長屋を除く。）に供する部

供する部分 分

３００平方メートル ８００平方メートル

」

に改め、同条第３項中「附置しなければならない」を「附置すべき」に改め、同項の表
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（う）の欄中「１００分の２５」を「１００分の１５」に改める。

第８条第１項中「おおむね２００メートル」を「３００メートル」に改める。

第１６条を第１８条とし、第１５条を第１７条とし、第１４条を第１６条とする。

第１３条第２項中「第１１条第１項」を「第１３条第１項」に改め、同条を第１５条

とする。

第１２条第１項中「又は第１０条」を「、第９条第６項（第１０条第２項において準

用する場合を含む。）又は第１２条」に改め、同条を第１４条とし、第１１条を第１３

条とする。

第１０条中「みなされる特定自動車用駐車施設」の次に「及び第９条第６項（第１０

条第２項において準用する場合を含む。）の規定により附置された特定自動車用駐車施

設」を加え、同条を第１２条とし、第９条を第１１条とする。

第８条の次に次の２条を加える。

（公共交通機関利用促進等措置の実施による附置の特例）

第９条 第３条及び第４条の規定にかかわらず、これらの規定により特定自動車用駐車

施設を附置すべき者が、規則で定める公共交通機関の利用の促進等に資する措置（以

下「公共交通機関利用促進等措置」という。）を実施することについて市長の認定を

受けたときは、その内容に応じて規則で定めるところにより、これらの規定により附

置すべき特定自動車用駐車施設の駐車台数を減ずるものとする。

２ 前項の認定を受けようとする者は、規則で定めるところにより、市長に申請しなけ

ればならない。認定を受けた事項を変更しようとするときも同様とする。

３ 市長は、公共交通機関利用促進等措置の実施により、当該建築物及び当該建築物の

敷地（前条第１項の規定により当該建築物又は当該建築物の敷地内に附置されたもの

とみなされる特定自動車用駐車施設がある場合は、当該特定自動車用駐車施設を設け

た場所を含む。）の周辺の道路の安全及び円滑な交通に支障を生じさせるおそれがな

いと認める場合に限り、第１項の認定をするものとする。

４ 第１項の認定を受けた者は、規則で定めるところにより、当該公共交通機関利用促

進等措置の実施状況について、市長に報告しなければならない。

５ 市長は、第１項の認定を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、同項の

認定を取り消すことができる。
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(1) 第１項の認定に係る公共交通機関利用促進等措置の全部又は一部を実施しないと

き。

(2) 第２項後段の規定による変更申請を行わず、又は虚偽の申請を行ったとき。

(3) 前項の規定による報告を行わず、又は虚偽の報告を行ったとき。

６ 次の各号に掲げる者は、当該各号に定める駐車台数以上の規模を有する特定自動車

用駐車施設を、当該建築物又は当該建築物の敷地内に附置しなければならない。

(1) 前項の規定により認定を取り消された者 当該取消し後の建築物を新築した場合

において第３条の規定により附置すべき特定自動車用駐車施設の駐車台数（現に特

定自動車用駐車施設が附置されている場合にあっては、当該特定自動車用駐車施設

の駐車台数を、当該附置すべき特定自動車用駐車施設の駐車台数から控除した駐車

台数。この場合において、控除した駐車台数が零を下回るときは、零とする。）

(2) 第２項後段の規定により認定を受けた事項を変更することにより、第１項の規定

により減じられる特定自動車用駐車施設の駐車台数が減少した者 当該減少した駐

車台数（現に附置されている特定自動車用駐車施設の駐車台数が、同項の認定を受

けた事項を変更する前の建築物を新築した場合において第３条及び第１項の規定に

より附置すべき特定自動車用駐車施設の駐車台数を上回る場合にあっては、当該減

少した駐車台数から当該上回る駐車台数を控除した駐車台数。この場合において、

控除した駐車台数が零を下回るときは、零とする。）

７ 第６条から前条までの規定は、前項の規定により特定自動車用駐車施設を附置する

場合について準用する。

（既存の建築物における公共交通機関利用促進等措置の実施による附置の特例）

第１０条 第３条又は第４条の規定により附置された特定自動車用駐車施設（第８条第

１項の規定により当該建築物又は当該建築物の敷地内に附置されたものとみなされる

特定自動車用駐車施設を含む。以下この条において同じ。）に係る建築物の所有者又

は管理者（前条の規定の適用を受ける者を除く。）が、公共交通機関利用促進等措置

を実施することについて市長の認定を受けたときは、その者が当該建築物を新築する

ものとみなし、当該公共交通機関利用促進等措置の内容に応じて規則で定めるところ

により、第３条の規定により附置すべき特定自動車用駐車施設の駐車台数を減ずるも

のとする。
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２ 前条第２項から第７項までの規定は、前項の規定により公共交通機関利用促進等措

置を実施する場合について準用する。

付 則

１ この条例中第１条及び次項の規定は公布の日から、第２条及び付則第３項の規定は令

和６年７月１日から施行する。

２ 第１条の規定による改正後の西宮市駐車施設附置条例第６条の規定は、第１条の施行

の日以後に確認申請等がなされた建築物の新築、増築又は大規模修繕等について適用し、

同日前に確認申請等がなされた建築物の新築、増築又は大規模修繕等については、なお

従前の例による。

３ 第２条の規定による改正後の西宮市駐車施設附置条例第３条及び第８条の規定は、第

２条の施行の日以後に確認申請等がなされた建築物の新築、増築又は大規模修繕等につ

いて適用し、同日前に確認申請等がなされた建築物の新築、増築又は大規模修繕等につ

いては、なお従前の例による。

（参考１）

○提案理由

社会情勢及び駐車需要の変化に対応すること等に伴い、所要の規定の整備を行うた

め。

（参考２）

（現行抄）○西宮市駐車施設附置条例

（建築物の新築の場合の特定自動車用駐車施設の附置）

次の表の（あ）欄に掲げる地区又は地域内において、同表の（い）欄に掲げる面積が第３条

１,０００平方メートルを超える建築物を新築しようとする者は、当該建築物のうち同表の

（う）欄に掲げる部分の床面積をそれぞれ同表の（え）欄に掲げる面積で除して得た数値を合

計した数値（建築物の延べ面積（駐車施設及び自転車の駐車のための施設の用途に供する部分

を除き、観覧場にあっては、屋外観覧席の部分を含む。以下同じ。）が６,０００平方メート

ルに満たない場合においては、当該合計した数値に同表の（お）欄に掲げる式により算出して

得た数値を乗じて得た数値とし、小数点以下の端数があるときは、これを切り上げる。）の台
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数以上の規模を有する特定自動車用駐車施設を当該建築物又は当該建築物の敷地内に附置しな

ければならない。

（う） 百貨店その他の店舗 事務所又は病院の用 特定用途（百貨店そ 非特定用途（共同住

の用途に供する部分 途に供する部分 の他の店舗、事務所 宅 及 び 長 屋 を 除

及び病院を除く。） く。）に供する部分

に供する部分

（え） ２００平方メートル ２５０平方メートル ３００平方メートル ５００平方メートル

（該当部分のみ抜粋）

３ 第１項に規定する建築物の全部又は一部を次の表の（あ）欄に掲げる用途に供する場合にお

ける当該建築物又は当該建築物の敷地内に附置しなければならない特定自動車用駐車施設は、

前２項の規定により算出して得た台数に当該建築物の同欄に掲げる用途に供する部分の同表の

（い）欄に掲げる住戸の戸数にそれぞれ同表の（う）欄に掲げる数値を乗じて得た数値を合計

した数値（小数点以下の端数があるときは、これを切り上げる。）の台数を加えて得た台数以

上の規模を有するものでなければならない。

（う） １００分の２５ １００分の３５

（該当部分のみ抜粋）

（建築物の増築又は大規模修繕等の場合の特定自動車用駐車施設の附置）

建築物を増築しようとする者又は用途変更により特定部分の床面積が増加することとな第４条

るもののために大規模の修繕又は大規模の模様替（以下「大規模修繕等」という。）をしよう

とする者は、当該増築又は大規模修繕等の後の建築物を新築した場合において前条の規定によ

り附置しなければならない特定自動車用駐車施設の駐車台数から、当該増築又は大規模修繕等

の前の建築物を新築した場合において同条の規定により附置しなければならない特定自動車用

駐車施設の駐車台数を減じて得た台数（増築又は大規模修繕等の前の建築物に現に附置されて

いる特定自動車用駐車施設の駐車台数が、増築又は大規模修繕等の前の建築物に附置しなけれ

ばならない特定自動車用駐車施設の駐車台数を上回る場合は、当該上回る台数を控除する。）

以上の規模を有する特定自動車用駐車施設を、当該増築又は大規模修繕等に係る建築物又は当

該建築物の敷地内に附置しなければならない。

（駐車の用に供する部分の規模等）

第３条及び第４条の規定により附置しなければならない特定自動車用駐車施設のうち駐第６条

車の用に供する部分の規模は、駐車台数の台数１台につき幅２.３メートル以上、奥行５メー

トル以上とし、特定自動車を安全かつ円滑に駐車させ、及び出入りさせることができるものと

しなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、第３条第１項及び第２項並びに第４条の規定により附置しなけれ

ばならない特定自動車用駐車施設の駐車台数に０.３を乗じて得た台数（小数点以下の端数が

あるときは、これを切り上げる。）に係る駐車の用に供する部分の規模は、駐車台数１台につ

き幅２.５メートル以上、奥行６メートル以上とし、かつ、そのうち少なくとも１台分につい

ては、車いす利用者のための駐車施設として、幅３.５メートル以上、奥行６メートル以上と

しなければならない。

３ 前２項の規定は、特殊の装置を用いる特定自動車用駐車施設で、特定自動車を安全かつ円滑

に駐車させ、及び出入りさせることができるものと市長が認めるものについては適用しない。

４ 前３項に定めるもののほか、特定自動車用駐車施設の構造又は設備について必要な技術的基

準は、市長が別に定める。

（特定自動車用駐車施設の附置の特例）

第３条及び第４条の規定により特定自動車用駐車施設を附置すべき者が、市長の承認を第８条

得て当該建築物の敷地からおおむね２００メートル以内の場所に特定自動車用駐車施設を設け

たときは、当該特定自動車用駐車施設は、当該建築物又は当該建築物の敷地内に附置されたも

のとみなす。
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（特定自動車用駐車施設の管理）

第３条及び第４条の規定により附置された特定自動車用駐車施設（第８条第１項の規定第10条

により建築物又は当該建築物の敷地内に附置されたものとみなされる特定自動車用駐車施設を

含む。以下同じ。）の所有者又は管理者は、当該特定自動車用駐車施設を設置の目的に適合す

るように管理しなければならない。

（措置命令）

市長は、第３条、第４条、第６条第１項若しくは第２項又は第１０条の規定に違反した第12条

者に対して、相当の期限を定めて特定自動車用駐車施設の附置、原状回復その他当該違反を是

正するために必要な措置を命ずることができる。

（罰則）

第13条

２ 第１１条第１項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告若しくは

虚偽の資料の提出をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、

２０万円以下の罰金に処する。
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議案第 ８８ 号

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例制

定の件

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を次のよう

に制定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

（市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部改正）

第１条 市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例（令和３年西宮市条例第３７号）

の一部を次のように改正する。

第１条中「第２４３条の２第１項」を「第２４３条の２の７第１項」に、「第２４３

条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第３項」に改める。

（西宮市会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部改正）

第２条 西宮市会計年度任用職員の給与等に関する条例（平成３１年西宮市条例第１８

号）の一部を次のように改正する。

第５条第１項中「期末手当」の次に「、勤勉手当」を加える。

第６条第５項中「期末手当」の次に「及び勤勉手当」を加え、同条第６項中「及び期

末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。

（西宮市水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正）

第３条 西宮市水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和
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４１年西宮市条例第４４号）の一部を次のように改正する。

第７条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。

（西宮市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第４条 西宮市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年西宮

市条例第４５号）の一部を次のように改正する。

第１９条第１項第１号中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改め、同

項第２号中「期末手当」の次に「、勤勉手当」を加え、同条第４項後段を削る。

（西宮市病院事業の設置等に関する条例の一部改正）

第５条 西宮市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年西宮市条例第４２号）の一部

を次のように改正する。

第６条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。

（西宮市立中央病院企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第６条 西宮市立中央病院企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成２５年西宮

市条例第２２号）の一部を次のように改正する。

第２２条第１項第１号中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改め、同

項第２号中「期末手当」の次に「、勤勉手当」を加え、同条第４項後段を削る。

付 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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（参考１）

○提案理由

地方自治法の改正に伴い、所要の規定の整備を行うため。

（参考２）

（現行抄）○市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例

（趣旨）

この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定に基第１条

づき、市長若しくは委員会の委員若しくは委員又は職員（同法第２４３条の２の２第３項の規

定による賠償の命令の対象となる者を除く。以下「市長等」という。）の市に対する損害を賠

償する責任の一部を免れさせることについて必要な事項を定めるものとする。

（現行抄）○西宮市会計年度任用職員の給与等に関する条例

（給与）

フルタイムＡ職員及びフルタイムＢ職員（以下「フルタイム職員」という。）には、給第５条

与として、給料、地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、休日給、夜勤手当、超過勤務手当、宿

日直手当、期末手当及び退職手当を支給する。

（報酬等）

第６条

５ パートタイム職員には、期末手当を支給する。

６ 前各項に定めるもののほか、パートタイム職員の報酬、費用弁償及び期末手当の額について

は、任命権者が定めるものとし、これらの支給方法に関し必要な事項については、給与条例及

び職員等の旅費に関する条例（昭和３４年西宮市条例第１４号）の規定の例による。

○西宮市水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の

（現行抄）設置等に関する条例

（議会の同意を要する賠償責任の免除）

法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２の第７条

２第８項の規定により水道事業等の業務に従事する職員の賠償責任の免除について議会の同意

を得なければならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が２０万円以上である場合とする。

○西宮市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に

（現行抄）関する条例

（会計年度任用職員の給与等）

西宮市上下水道局において勤務する企業職員で、地公法第２２条の２第１項に規定する第19条

会計年度任用職員であるもの（以下「会計年度任用職員」という。）の給与の種類は、次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるものとする。
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(1) 地公法第２２条の２第１項第１号に掲げる会計年度任用職員 報酬及び期末手当

(2) 地公法第２２条の２第１項第２号に掲げる会計年度任用職員 給料、地域手当、通勤手当、

特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、期末手当及び

退職手当

４ 第１６条及び前条の規定は、会計年度任用職員について準用する。この場合において、同条

ただし書中「期末手当及び勤勉手当」とあるのは「期末手当」と読み替えるものとする。

（現行抄）○西宮市病院事業の設置等に関する条例

（議会の同意を要する賠償責任の免除）

法第３４条において読み替えて準用する地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第第６条

２４３条の２の２第８項の規定により、病院事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除につ

いて、議会の同意を得なければならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が、現金及び有価

証券については２０万円以上、物品については５０万円以上である場合とする。

○西宮市立中央病院企業職員の給与の種類及び基準に関

（現行抄）する条例

（会計年度任用職員の給与等）

西宮市立中央病院において勤務する企業職員で、地方公務員法第２２条の２第１項に規第22条

定する会計年度任用職員であるもの（以下「会計年度任用職員」という。）の給与の種類は、

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるものとする。

(1) 地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる会計年度任用職員 報酬及び期末手当

(2) 地方公務員法第２２条の２第１項第２号に掲げる会計年度任用職員 給料、地域手当、通

勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、期末

手当及び退職手当

４ 第１９条及び前条の規定は、会計年度任用職員について準用する。この場合において、同条

ただし書中「期末手当及び勤勉手当」とあるのは「期末手当」と読み替えるものとする。
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議案第 ８９ 号

西宮市個人番号を利用する事務等を定める条例の一部を改正する条例制定の件

西宮市個人番号を利用する事務等を定める条例の一部を改正する条例を次のように制定

する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市個人番号を利用する事務等を定める条例の一部を改正する条例

西宮市個人番号を利用する事務等を定める条例（平成２７年西宮市条例第１２号）の一

部を次のように改正する。

第２条第１項中「法別表第２情報照会者の欄に掲げる執行機関（法令の規定により同表

事務の欄に掲げる事務の全部又は一部を行うこととされている者」を「法別表上欄に掲げ

る執行機関（法令の規定により同表下欄に掲げる事務の全部若しくは一部を行うこととさ

れている者又は同条第１項に規定する準法定事務処理者」に、「同欄に掲げる事務と」を

「特定個人番号利用事務（法第１９条第８号に規定する特定個人番号利用事務をいう。以

下同じ。）と」に改め、同条第３項中「法別表第２情報照会者の欄に掲げる執行機関は、

同表事務の欄に掲げる事務」を「法別表上欄に掲げる執行機関は、特定個人番号利用事

務」に、「同表特定個人情報の欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定個人情報（法第

１９条第８号に規定する利用特定個人情報をいう。以下同じ。）」に改める。

第４条中「若しくは第３項」を削り、「利用した場合」の次に「、同条第３項の規定に

より利用特定個人情報を利用した場合」を、「当該特定個人情報」の次に「又は当該利用

特定個人情報」を加える。
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別表第１ ７の項中「法別表第１ １９の項」を「法別表１９の項」に改める。

別表第２ １の項特定個人情報の欄を次のように改める。

健康保険法（大正１１年法律第７０号）、船員保険法（昭和１４年法律第７３号）、

私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）、国家公務員共済組合法（昭和

３３年法律第１２８号）、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）、地方公務

員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）又は高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８０号）による医療に関する給付の支給又は保険料の徴収に関す

る情報（以下「医療保険給付関係情報」という。）、生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）による保護の実施又は就労自立給付金若しくは進学準備給付金の支給に関

する情報（以下「生活保護関係情報」という。）、生活に困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する情報（以下「外国人保護関係情報」という。）、児童扶養手当

法（昭和３６年法律第２３８号）による児童扶養手当の支給に関する情報（以下「児

童扶養手当関係情報」という。）、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）の規定

に基づく費用の徴収に関する情報（以下「老人福祉費用徴収関係情報」という。）、

特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）による特別児

童扶養手当の支給に関する情報（以下「特別児童扶養手当関係情報」という。）、児

童手当法（昭和４６年法律第７３号）による児童手当又は特例給付の支給に関する情

報（以下「児童手当関係情報」という。）、介護保険法（平成９年法律第１２３号）

による保険給付の支給、地域支援事業の実施又は保険料の徴収に関する情報（以下

「介護保険給付等関係情報」という。）、医療費の助成に関する情報、市営住宅の管

理に関する情報（以下「市営住宅関係情報」という。）、高齢者等に対する住宅改造

費の助成に関する情報及び障害者に対する住宅改造費の助成に関する情報のうち規則

で定めるもの

別表第２ ２の項中「（昭和３３年法律第１９２号）」及び「（昭和５７年法律第８０

号）」を削り、同表３の項中「障害者関係情報（法別表第２に規定する障害者関係情報を

いう。以下同じ」を「身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）による身体障害者

手帳、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）による精

神障害者保健福祉手帳又は知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的障害

者に関する情報（以下「障害者関係情報」という」に改め、同表４の項中「地方税関係情
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報（法別表第２に規定する地方税関係情報をいう。以下同じ」を「地方税法その他の地方

税に関する法律に基づく条例の規定により算定した税額又はその算定の基礎となる事項に

関する情報（以下「地方税関係情報」という」に改め、同表１０の項中「住民票関係情報

（法別表第２に規定する住民票関係情報をいう。以下同じ」を「住民基本台帳法（昭和

４２年法律第８１号）第７条第４号に規定する事項（以下「住民票関係情報」という」に

改め、同表１６の項中「（昭和２５年法律第１４４号）」を削り、同表１７の項中「法別

表第１」を「法別表」に改め、「をいう」の次に「。以下同じ」を加え、同表１８の項中

「（昭和３９年法律第１３４号）」を削り、「中国残留邦人等支援給付等関係情報（法別

表第２に規定する中国残留邦人等支援給付等関係情報をいう。以下同じ」を「中国残留邦

人等支援給付等の支給に関する情報（以下「中国残留邦人等支援給付等関係情報」とい

う」に改め、同表２６の項中「（平成９年法律第１２３号）」を削り、同表２９の項中

「（昭和４６年法律第７３号）」を削り、同表３０の項中「（昭和３６年法律第２３８

号）」を削り、同表３４の項中「、介護保険法の規定に基づく要介護認定に関する情報並

びに療育手帳の交付」を「並びに介護保険法の規定に基づく要介護認定」に改める。

付 則

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日又はこの条例の公布の日の

いずれか遅い日から施行する。
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（参考１）

○提案理由

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の改正に

伴い、所要の規定の整備を行うため。

（参考２）

（現行抄）○西宮市個人番号を利用する事務等を定める条例

（個人番号の利用）

法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１執行機関の欄に掲げる執行機関（法令第２条

の規定により同表事務の欄に掲げる事務の全部又は一部を行うこととされている者がある場合

にあっては、その者を含む。）が行う同欄に掲げる事務、別表第２執行機関の欄に掲げる執行

機関（法令の規定により同表事務の欄に掲げる事務の全部又は一部を行うこととされている者

がある場合にあっては、その者を含む。次項において同じ。）が行う同欄に掲げる事務及び法

別表第２情報照会者の欄に掲げる執行機関（法令の規定により同表事務の欄に掲げる事務の全

部又は一部を行うこととされている者がある場合にあっては、その者を含む。第３項において

同じ。）が行う同欄に掲げる事務とする。

３ 法別表第２情報照会者の欄に掲げる執行機関は、同表事務の欄に掲げる事務を処理するため

に必要な限度で、同表特定個人情報の欄に掲げる特定個人情報であって、当該執行機関が保有

するものを利用することができる。

（書面の提出の省略）

第２条第２項若しくは第３項の規定により特定個人情報を利用した場合又は前条の規定第４条

により特定個人情報の提供があった場合において、他の条例又は規則等の規定により当該特定

個人情報と同一の内容の情報を含む書面の提出が義務付けられているときは、当該特定個人情

報の利用又は提供により、当該書面の提出があったものとみなす。

（第２条関係）別表第１

執行機関 事務

７ 市長 西宮市営住宅条例（平成８年西宮市条例第４４号）の規定に基づく市営住宅（これ

に準ずる住宅を含む。）、共同施設及び店舗等（以下これらを「市営住宅」とい

う。）の管理に関する事務（法別表第１ １９の項下欄に掲げる事務、同表３５の

項下欄に掲げる事務又は同表６１の２の項下欄に掲げる事務に該当するものを除

く。以下「市営住宅管理事務」という。）のうち規則で定めるもの

（該当部分のみ抜粋）
（第２条関係）別表第２

執行機関 事務 特定個人情報

１ 市長 地方税法（昭和２５年法律第 医療保険給付関係情報（法別表第２に規定する医

２２６号）その他の地方税に関 療保険給付関係情報をいう。以下同じ。）、生活

する法律及びこれらの法律に基 保護関係情報（同表に規定する生活保護関係情報

づく条例の規定による地方税の をいう。以下同じ。）、生活に困窮する外国人に

賦課徴収に関する事務のうち規 対する生活保護の措置に関する情報（以下「外国

則で定めるもの 人保護関係情報」という。）、児童扶養手当関係

情報（同表に規定する児童扶養手当関係情報をい

う。以下同じ。）、老人福祉法（昭和３８年法律
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第１３３号）の規定に基づく費用の徴収に関する

情報（以下「老人福祉費用徴収関係情報」とい

う。）、特別児童扶養手当関係情報（同表に規定

する特別児童扶養手当関係情報をいう。以下同

じ。）、児童手当関係情報（同表に規定する児童

手当関係情報をいう。以下同じ。）、介護保険給

付等関係情報（同表に規定する介護保険給付等関

係情報をいう。以下同じ。）、医療費の助成に関

する情報、市営住宅の管理に関する情報（以下

「市営住宅関係情報」という。）、高齢者等に対

する住宅改造費の助成に関する情報及び障害者に

対する住宅改造費の助成に関する情報のうち規則

で定めるもの

２ 市長 国民健康保険法（昭和３３年法 生活保護関係情報、外国人保護関係情報、地方税

律第１９２号）の規定に基づく 法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律

保険給付の支給及び保険料の徴 に基づく条例の規定による地方税の賦課徴収に関

収に関する事務のうち規則で定 する情報（以下「地方税賦課徴収関係情報」とい

めるもの う。）、児童扶養手当関係情報、老人福祉費用徴

収関係情報、児童手当関係情報、高齢者の医療の

確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）の

規定に基づく後期高齢者医療給付の支給及び保険

料の徴収に関する情報（以下「後期高齢者医療保

険給付等関係情報」という。）、介護保険給付等

関係情報、医療費の助成に関する情報並びに市営

住宅関係情報のうち規則で定めるもの

３ 市長 高齢者の医療の確保に関する法 障害者関係情報（法別表第２に規定する障害者関

律の規定に基づく後期高齢者医 係情報をいう。以下同じ。）、生活保護関係情

療給付の支給及び保険料の徴収 報、外国人保護関係情報、地方税賦課徴収関係情

に関する事務のうち規則で定め 報、国民健康保険法の規定に基づく保険給付の支

るもの 給及び保険料の徴収に関する情報（以下「国民健

康保険給付等関係情報」という。）、児童扶養手

当関係情報、老人福祉費用徴収関係情報、児童手

当関係情報、介護保険給付等関係情報、医療費の

助成に関する情報並びに市営住宅関係情報のうち

規則で定めるもの

４ 市長 高齢者に対する医療費の助成に 医療保険給付関係情報、障害者関係情報、生活保

関する事務のうち規則で定める 護関係情報、外国人保護関係情報、地方税関係情

もの 報（法別表第２に規定する地方税関係情報をい

う。以下同じ。）、介護保険給付等関係情報及び

医療費の助成（高齢者に対する医療費の助成を除

く。）に関する情報のうち規則で定めるもの

１０ 市 社会福祉法人等による生計困難 生活保護関係情報、外国人保護関係情報、地方税

長 者等に対する介護保険サービス 関係情報、住民票関係情報（法別表第２に規定す

に係る利用者負担額軽減制度に る住民票関係情報をいう。以下同じ。）及び介護

関する事務のうち規則で定める 保険給付等関係情報のうち規則で定めるもの

もの

１６ 市 生活保護法（昭和２５年法律第 障害者関係情報、外国人保護関係情報、健康増進

長 １４４号）の規定に基づく保護 事業の実施に関する情報（以下「健康増進関係情
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の決定及び実施、就労自立給付 報」という。）及び市営住宅関係情報のうち規則

金又は進学準備給付金の支給、 で定めるもの

保護に要する費用の返還並びに

徴収金の徴収に関する事務のう

ち規則で定めるもの

１７ 市 中国残留邦人等支援給付等（法 障害者関係情報、外国人保護関係情報、健康増進

長 別表第１に規定する中国残留邦 関係情報及び市営住宅関係情報のうち規則で定め

人等支援給付等をいう。）の支 るもの

給に関する事務のうち規則で定

めるもの

１８ 市 外国人保護事務のうち規則で定 医療保険給付関係情報、障害者関係情報、生活保

長 めるもの 護関係情報、地方税関係情報、児童扶養手当関係

情報、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９

年法律第１２９号）の規定に基づく給付金の支給

に関する情報、特別児童扶養手当関係情報、特別

児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年

法律第１３４号）の規定に基づく障害児福祉手当

及び特別障害者手当並びに国民年金法等の一部を

改正する法律（昭和６０年法律第３４号）附則第

９７条第１項の福祉手当の支給に関する情報、母

子保健法（昭和４０年法律第１４１号）の規定に

基づく養育医療の給付及び養育医療に要する費用

の支給に関する情報、児童手当関係情報、中国残

留邦人等支援給付等関係情報（法別表第２に規定

する中国残留邦人等支援給付等関係情報をいう。

以下同じ。）、介護保険給付等関係情報、健康増

進関係情報、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律の規定に基づく自立支

援給付の支給に関する情報並びに市営住宅関係情

報のうち規則で定めるもの

２６ 市 介護保険法（平成９年法律第 地方税賦課徴収関係情報、国民健康保険給付等関

長 １２３号）の規定に基づく保険 係情報、児童扶養手当関係情報、老人福祉費用徴

給付の支給、地域支援事業の実 収関係情報、児童手当関係情報、後期高齢者医療

施及び保険料の徴収に関する事 保険給付等関係情報及び市営住宅関係情報のうち

務のうち規則で定めるもの 規則で定めるもの

２９ 市 児童手当法（昭和４６年法律第 地方税賦課徴収関係情報、国民健康保険給付等関

長 ７３号）の規定に基づく児童手 係情報、児童扶養手当関係情報、老人福祉費用徴

当及び特例給付の支給に関する 収関係情報、後期高齢者医療保険給付等関係情

事務のうち規則で定めるもの 報、介護保険給付等関係情報及び市営住宅関係情

報のうち規則で定めるもの

３０ 市 児童扶養手当法（昭和３６年法 地方税賦課徴収関係情報、国民健康保険給付等関

長 律第２３８号）の規定に基づく 係情報、老人福祉費用徴収関係情報、児童手当関

児童扶養手当の支給に関する事 係情報、後期高齢者医療保険給付等関係情報、介

務のうち規則で定めるもの 護保険給付等関係情報及び市営住宅関係情報のう

ち規則で定めるもの

３４ 市 健康増進事業の実施に関する事 医療保険給付関係情報、障害者関係情報、生活保

長 務のうち規則で定めるもの 護関係情報、外国人保護関係情報、地方税関係情

報、高齢者の医療の確保に関する法律の規定に基
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づく健康診査及び保健指導の実施に関する情報、

中国残留邦人等支援給付等関係情報、介護保険法

の規定に基づく要介護認定に関する情報並びに療

育手帳の交付に関する情報のうち規則で定めるも

の

（該当部分のみ抜粋）
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議案第 ９０ 号

西宮市運動施設条例の一部を改正する条例制定の件

西宮市運動施設条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市運動施設条例の一部を改正する条例

西宮市運動施設条例（昭和４０年西宮市条例第２１号）の一部を次のように改正する。

第２条の表陸上競技場の部及び多目的グラウンドの部西宮市立中央多目的グラウンドの

項を削る。

第５条第２項中「、陸上競技場」を削り、同条第３項中「多目的グラウンド、」を削る。

別表第１陸上競技場の部及び多目的グラウンドの部西宮市立中央多目的グラウンド（１

面）の項を削る。

別表第３中「、陸上競技場」を削る。

付 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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（参考１）

○提案理由

西宮中央運動公園の再整備に伴い、陸上競技場及び中央多目的グラウンドを廃止す

るため。

（参考２）

（現行抄）○西宮市運動施設条例

（名称及び所在地）

運動施設の名称及び所在地は、次の表のとおりとする。第２条

種別 名称 所在地

陸上競技場 西宮市立陸上競技場 西宮市河原町２番

西宮市立中央多目的グラウンド 西宮市河原町２番
多目的グラ

西宮市立浜甲子園多目的グラウンド 西宮市枝川町２０番
ウンド

西宮市立山口町船坂多目的グラウンド 西宮市山口町船坂１９５８番地１１

（該当部分のみ抜粋）
（使用料）

第５条

２ 前項の規定にかかわらず、個人である使用者が規則で定める場合に、体育館（西宮市立中央

体育館分館運動場を除く。）、陸上競技場又は西宮市立能登運動場会議室を他の使用者と共有

して使用するときの使用料は、別表第３のとおりとする。

３ 運動施設の器具使用料並びに多目的グラウンド、テニスコート及び野球場の夜間照明施設使

用料は、規則で定める。

（第５条関係）別表第１

運動施設（プールを除く。）使用料

使用料（１時間当たり）
区分

平日 休日

全面 ３,０００ ３,６００

陸上競技場 西宮市立陸上競技場 球技場 １,５００ １,８００

球技場以外の部分 １,５００ １,８００

西宮市立中央多目的グラウンド（１面） ３,２００ ４,０００

西宮市立浜甲子園多 （Ａ面） ２,２００ ２,７５０
多目的グラウ

目的グラウンド （Ｂ面） １,５５０ １,９００
ンド

西宮市立山口町船坂 （Ａ面） ８００ ２,３００

多目的グラウンド （Ｂ面） ５００ １,４００

（該当部分のみ抜粋）
（第５条関係）別表第３

使用料（１時間当たり） 使用料（１回当たり）
区分

児童等 一般 児童等 一般

１ 体育館（次項及び３の項に掲げる施設を

除く。）、陸上競技場及び西宮市立能登運 ５０円 １００円 － －

動場会議室

（該当部分のみ抜粋）
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議案第 ９１ 号

西宮市環境まちづくり基金条例制定の件

西宮市環境まちづくり基金条例を次のように制定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市環境まちづくり基金条例

（設置）

第１条 本市が行う環境施策の推進を図るため、西宮市環境まちづくり基金（以下「基

金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、次に掲げる額とする。

(1) 前条の目的のために市長が予算で定める額

(2) 前条の目的に沿う寄附金の額

(3) 基金の運用から生じる収益金の額

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保

管するものとし、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。

（処分）

第４条 基金は、第１条の目的を達成するために必要な経費に充てる場合に限り、処分す

ることができる。

（繰替運用）
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第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率

を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。

（委任）

第６条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

付 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（参考）

○提案理由

西宮市環境まちづくり基金を設置するため。
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議案第 ９２ 号

西宮市附属機関条例の一部を改正する条例制定の件

西宮市附属機関条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市附属機関条例の一部を改正する条例

西宮市附属機関条例（平成２５年西宮市条例第３号）の一部を次のように改正する。

別表市長の部地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の款西宮市

社会福祉法人設立認可等審査委員会の項中「の設立認可」の次に「及び社会福祉連携推進

法人の認定」を加え、「及び社会福祉法人」を「並びに社会福祉法人又は社会福祉連携推

進法人」に改める。

付 則

この条例は、公布の日から施行する。
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（参考１）

○提案理由

西宮市社会福祉法人設立認可等審査委員会の担任事務の追加に伴い、所要の規定の

整備を行うため。

（参考２）

（現行抄）○西宮市附属機関条例

（第１条、第２条、第２２条、第２３条、第２８条の４、第４４条、第４６条の３、第４７条関係）別表

根拠規定 附属機関 担任事務 構成
附属機関の属す 委員総数

る執行機関等 の上限

市長 地方自治法（昭和２２ 西宮市社会福祉 社会福祉法人の設立認可 ５人 学識経験者

年法律第６７号）第１ 法人設立認可等 に関する審査及び社会福

３８条の４第３項 審査委員会 祉法人に対する行政処分

に関する審議

（該当部分のみ抜粋）
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議案第 ９３ 号

西宮市介護保険条例の一部を改正する条例制定の件

西宮市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市介護保険条例の一部を改正する条例

西宮市介護保険条例（平成１１年西宮市条例第５０号）の一部を次のように改正する。

第４条の次に次の１条を加える。

（保健福祉事業）

第４条の２ 市は、法第１１５条の４９の規定に基づき、要介護被保険者を現に介護する

者の支援のために必要な事業その他の必要な事業（以下「保健福祉事業」という。）を

行うことができる。

２ 保健福祉事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。

第５条第１項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に改め、

同項第１号中「３３，６００円」を「３４，９００円」に改め、同項第２号中

「４２，０００円」を「５２，６００円」に改め、同項第３号中「５０，４００円」を

「５３，０００円」に改め、同項第４号中「５８，８００円」を「６７，２００円」に改

め、同項第５号中「６７，２００円」を「７６，８００円」に改め、同項第６号中

「７５，６００円」を「８８，３００円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第

１３号イ、第１４号イ、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イ」に改め、同項第７号中

「８０，６００円」を「９４，１００円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第
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１３号イ、第１４号イ、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イ」に改め、同項第８号中

「９７，４００円」を「１１１，４００円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、

第１３号イ、第１４号イ、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イ」に改め、同項第９号

中「１０４，２００円」を「１２２，９００円」に改め、同号ア中「４，０００，０００

円」を「４，２００，０００円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ、

第１４号イ、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イ」に改め、同項第１０号中

「１１４，２００円」を「１３８，２００円」に改め、同号ア中「６，０００，０００

円」を「５，２００，０００円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ、

第１４号イ、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イ」に改め、同項第１１号中

「１２４，３００円」を「１５３，６００円」に改め、同号ア中「８，０００，０００

円」を「６，２００，０００円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ、

第１４号イ、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イ」に改め、同項第１２号中

「１３４，４００円」を「１６９，０００円」に改め、同号ア中「１０，０００，０００

円」を「７，２００，０００円」に改め、同号イ中「又は次号イ」を「、次号イ、第１４

号 イ 、 第 １ ５ 号 イ 、 第 １ ６ 号 イ 又 は 第 １ ７ 号 イ 」 に 改 め 、 同 項 第 １ ３ 号 中

「１４４，５００円」を「１８４，３００円」に改め、同号ア中「１５，０００，０００

円」を「８，３００，０００円」に改め、同号イ中「部分を除く。）」の次に「、次号イ、

第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イ」を加え、同項第１４号中「１５４，６００円」

を「２２２，７００円」に改め、同号を同項第１８号とし、同項第１３号の次に次の４号

を加える。

(14) 次のいずれかに該当する者 １９２，０００円

ア 合計所得金額が１０，０００，０００円未満である者であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ

（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第１６号イ又は第１７号イに該当する者を

除く。）

(15) 次のいずれかに該当する者 １９９，７００円

ア 合計所得金額が１２，０００，０００円未満である者であり、かつ、前各号のい
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ずれにも該当しないもの

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ

（(1)に係る部分を除く。）、次号イ又は第１７号イに該当する者を除く。）

(16) 次のいずれかに該当する者 ２０７，４００円

ア 合計所得金額が１５，０００，０００円未満である者であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ

（(1)に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。）

(17) 次のいずれかに該当する者 ２１５，０００円

ア 合計所得金額が２０，０００，０００円未満である者であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ

（(1)に係る部分を除く。）に該当する者を除く。）

第５条第２項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に改め、

同項第１号中「２０，２００円」を「２１，９００円」に改め、同項第２号中

「３３，６００円」を「３７，３００円」に改め、同項第３号中「４７，１００円」を

「５２，７００円」に改める。

第７条第３項中「、第５号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ又は第９号ロ」を「若し

くは第５号ロ又は第５条第１項第６号イ、第７号イ、第８号イ、第９号イ、第１０号イ、

第１１号イ、第１２号イ、第１３号イ、第１４号イ、第１５号イ、第１６号イ若しくは第

１７号イ」に改め、「至った第１号被保険者」の次に「（以下この条において「特定被保

険者」という。）」を加え、「令第３９条第１項第１号から第９号までのいずれかに規定

する者」を「当該特定被保険者」に改める。

第１３条中「保険給付」の次に「、地域支援事業」を加える。

第１４条中「介護保険給付及び地域支援事業」を「保険給付及び地域支援事業等並びに

法第１４７条第２項第１号に規定する基金事業借入金の償還」に改める。
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第１７条を次のように改める。

第１７条 基金は、第１４条の目的を達成するために必要な経費に充てる場合に限り、処

分することができる。

付 則

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

２ 改正後の第５条の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料について適用し、令和５

年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。

（参考１）

○提案理由

第９期西宮市介護保険事業計画に基づき、令和６年度から令和８年度までの第１号

被保険者の保険料率を定めるとともに、所要の規定の整備を行うため。

（参考２）

（現行抄）○西宮市介護保険条例

（保険料率）

令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率は、次の各号に掲げる第１号第５条

被保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める額とする。

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」という。）第３９条第１項第

１号に掲げる者 ３３,６００円

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４２,０００円

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５０,４００円

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ５８,８００円

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６７,２００円

(6) 次のいずれかに該当する者 ７５,６００円

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得

金額（以下「合計所得金額」という。）（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３

第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３第１項又は第３６条の規定

の適用がある場合には、当該合計所得金額から令第２２条の２第２項に規定する特別控除

額を控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、零とする。以下この

項において同じ。）が１,２００,０００円未満である者であり、かつ、前各号のいずれに
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も該当しないもの

イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する要保護者

をいう。以下同じ。）であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ

（(１)に係る部分を除く。）、次号イ、第８号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、

第１２号イ又は第１３号イに該当する者を除く。）

(7) 次のいずれかに該当する者 ８０,６００円

ア 合計所得金額が２,１００,０００円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該

当しないもの

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）、次号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ又は第１３号

イに該当する者を除く。）

(8) 次のいずれかに該当する者 ９７,４００円

ア 合計所得金額が３,２００,０００円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該

当しないもの

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）、次号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ又は第１３号イに該当す

る者を除く。）

(9) 次のいずれかに該当する者 １０４,２００円

ア 合計所得金額が４,０００,０００円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該

当しないもの

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）、次号イ、第１１号イ、第１２号イ又は第１３号イに該当する者を除

く。）

(10) 次のいずれかに該当する者 １１４,２００円

ア 合計所得金額が６,０００,０００円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該

当しないもの

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）、次号イ、第１２号イ又は第１３号イに該当する者を除く。）

(11) 次のいずれかに該当する者 １２４,３００円

ア 合計所得金額が８,０００,０００円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該

当しないもの

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）、次号イ又は第１３号イに該当する者を除く。）

(12) 次のいずれかに該当する者 １３４,４００円

ア 合計所得金額が１０,０００,０００円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。）

(13) 次のいずれかに該当する者 １４４,５００円

ア 合計所得金額が１５,０００,０００円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの
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イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用さ

れたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る

部分を除く。）に該当する者を除く。）

(14) 前各号のいずれにも該当しない者 １５４,６００円

２ 法第１２４条の２第１項の規定に基づく所得の少ない者について行う保険料の減額賦課に係

る次の各号に掲げる第１号被保険者の令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料

率は、前項の規定にかかわらず、当該各号に定める額とする。

(1) 前項第１号に掲げる第１号被保険者 ２０,２００円

(2) 前項第２号に掲げる第１号被保険者 ３３,６００円

(3) 前項第３号に掲げる第１号被保険者 ４７,１００円

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等があった場合）

第７条

保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号イ（同号に規定する老齢福祉年金の受給権を３

有するに至った者及び(１)に係る者を除く。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号

ロ、第５号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ又は第９号ロに該当するに至った第１号被保険

者に係る保険料の額は、当該該当するに至った日の属する月の前月まで月割により算定した当

該第１号被保険者に係る保険料の額と、当該該当するに至った日の属する月から令第３９条第

１項第１号から第９号までのいずれかに規定する者として月割により算定した保険料の額の合

算額とする。

（収入状況等の報告）

市長は、法第２０３条に定めるもののほか、保険給付及び保険料に関して必要があると第13条

認めるときは、被保険者の属する世帯の世帯員の収入の状況又は市民税の課税の有無について、

当該被保険者、当該世帯員の雇用主、当該世帯員の取引先その他の関係人に報告を求め、又は

官公署に対し、市の当該職員に必要な書類を閲覧させ、若しくはその内容を記録させることを

求めることができる。

（介護給付費準備基金）

法に基づく介護保険給付及び地域支援事業の財源に不足を生じたときの財源に充てるこ第14条

とを目的として、西宮市介護給付費準備基金（以下「基金」という。）を設置する。

基金は、次に掲げる経費の財源に充当する場合に限り、処分することができる。第17条

(1) 介護給付、予防給付又は地域支援事業のための経費

(2) 法第１４７条第２項第１号に規定する基金事業借入金の償還に要する費用
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議案第 ９４ 号

西宮市総合福祉センター条例の一部を改正する条例制定の件

西宮市総合福祉センター条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市総合福祉センター条例の一部を改正する条例

西宮市総合福祉センター条例（昭和５９年西宮市条例第４２号）の一部を次のように改

正する。

第１条中「増進」の次に「並びに市民のスポーツ及びレクリエーションの推進」を加え

る。

第２条第２号中「６０歳」を「６５歳」に改める。

第４条の表障害者等福祉センターの項事業の欄に次の１号を加える。

(8) 市民のスポーツ及びレクリエーションの推進に関すること。

第５条第１項中「障害者等福祉センター」の次に「（機能回復訓練室を除く。）」を加

え、同項ただし書中「あっては、」を「あつては」に、「に限り、」を「に、第６号に掲

げる者にあつてはプール及びトレーニング室に限り、それぞれ」に改め、同項第６号を同

項第７号とし、同項第５号の次に次の１号を加える。

(6) 市内に居住し、若しくは在学し、又は市内に勤務先を有する者

第５条第２項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。

２ 機能回復訓練室を使用することができる者は、規則で定める者とする。

第８条第２項に次のただし書を加える。
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ただし、営利を目的として使用するときは、この限りでない。

第８条第２項第１号中「又は」を「若しくは在学し、」に、「有する」を「有し、又は

市内の福祉施設を利用する」に改め、同条第３項中「専用使用の場合にあつてはその許可

の際、個人使用の場合にあつては」を削り、同項ただし書中「限り」の次に「、」を加え

る。

別表中

「

－ － － － － － － ３００
機能回復 大

訓練室 人

－ － － － － － － ２００
小

人

」

を

「

－ － － － － － － ３００
機能回復訓練

室

」

に改め、同表備考第３項を削り、同表備考第４項を同表備考第３項とする。

付 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。



8－3

（参考１）

○提案理由

西宮市総合福祉センターにおける使用者の範囲を明示すること及び使用料における

不要な加算を削除するため。

（参考２）

（現行抄）○西宮市総合福祉センター条例

（設置）

障害者、老人、母子及び父子等の福祉の増進を図るため、西宮市総合福祉センター（以第１条

下「センター」という。）を設置する。

（定義）

この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ第２条

による。

(2) 老人 市内に住所を有する６０歳以上の者をいう。

（施設及び事業）

第１条の目的を達成するため、センターに次の表の左欄に掲げる施設を設置し、同表の第４条

右欄に掲げる事業を行う。

施設 事業

障害者等福 (1) 障害者の更生のために必要な相談、指導及び助言に関すること。

祉センター (2) 障害者の機能回復訓練の指導に関すること。

(3) 障害者のスポーツ及びレクリエーションに関すること。

(4) 障害者の文化教養の向上に関すること。

(5) 前各号に掲げるもののほか、障害者の福祉の増進を図るために市長が必要と

認めるもの

(6) 老人の福祉の増進に関すること。

(7) 母子及び父子の福祉の増進に関すること。

（該当部分のみ抜粋）
（使用者の範囲）

障害者等福祉センターを使用することができるものは、次の各号のいずれかに該当する第５条

ものとする。ただし、第４号又は第５号に掲げるものにあっては、会議室及び集会室に限り、

使用することができる。

(1) 障害者

(2) 障害者の家族及び介護者

(3) 障害者の福祉に協力する者及び団体

(4) 老人

(5) 母子及び父子

(6) その他市長が適当と認めたもの

（使用料）

第８条

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるときは、使用料を徴収しない。

(1) 市内に居住し、又は市内に勤務先を有する障害者（次号において「市内障害者」とい

う。）が主として専用使用するとき。
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(2) 市内障害者及びその介護者（介護を要するものとして規則で定める者に同伴する者に限

る。）１名が個人使用するとき（機能回復訓練室を使用する場合を除く。）。

(3) 老人又は母子及び父子が主として専用使用するとき（会議室又は集会室を使用する場合に

限る。）。

３ 第１項の使用料は、専用使用の場合にあつてはその許可の際、個人使用の場合にあつては使

用前に納付しなければならない。ただし、国又は地方公共団体が使用する場合に限り後納する

ことができる。

（第８条関係）別表

使用料(円)

専用使用 個人使用

午前 午後 夜間 午前・午後 午後・夜間 全日 超 過 午前、午

区分 午前９時 午後１時 午 後 ５ 時 午前９時か 午後１時か 午 前 ９ 時 １ 時 後、夜間

から正午 から午後 ３０分から ら午後５時 ら午後９時 か ら 午 後 間 に 各１回に

まで ５時まで 午後９時ま まで まで ９ 時 ま で つ き つき

で

－ － － － － － － ３００
大

機能回復 人

－ － － － － － － ２００
訓練室 小

人

備考

３ 冷暖房実施期間中における専用使用については、この表の使用料の２割の額を加算する。

この場合において、１０円未満の端数が生じたときは、これを切り上げる。

（該当部分のみ抜粋）
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議案第 ９５ 号

西宮市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例制定の件

西宮市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例を次のように制定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例

西宮市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成３１年西宮市条

例第５５号）の全部を改正する。

（趣旨）

第１条 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条第３項第８号に規定する生計困難

者のために、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、又は宿泊所その他の施設を

利用させる事業を行う施設（以下「無料低額宿泊所」という。）の設備及び運営に関す

る基準については、この条例の定めるところによる。

（無料低額宿泊所の基準）

第２条 社会福祉法第６８条の５第１項の条例で定める無料低額宿泊所の基準は、無料低

額宿泊所の設備及び運営に関する基準（令和元年厚生労働省令第３４号）に定める基準

（当該基準の特例として定められている基準がある場合には、その基準）をもって、そ

の基準とする。

付 則



9－2

この条例は、公布の日から施行する。

（参考）

○提案理由

省令の改正及び条例の規定方法の見直しに伴い、所要の規定の整備を行うため。
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議案第 ９６ 号

西宮市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例制定の件

西宮市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例

西宮市公衆浴場法施行条例（平成２４年西宮市条例第４２号）の一部を次のように改正

する。

第４条第１項第３０号及び第３１号並びに第２項第１０号中「１０歳」を「７歳」に改

める。

付 則

この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から

施行する。
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（参考１）

○提案理由

国が定めている公衆浴場における衛生等管理要領において、混浴禁止年齢が改正さ

れたことに伴い、所要の規定の整備を行うため。

（参考２）

（現行抄）○西宮市公衆浴場法施行条例

（公衆浴場について講ずべき措置の基準）

法第３条第２項に規定する条例で定める一般公衆浴場について営業者が講じなければな第４条

らない措置の基準は、次のとおりとする。

(30) 家族風呂等を除き、１０歳以上の男女を混浴させないこと。

(31) 家族風呂等においては、次に掲げる場合を除き、男女を混浴させないこと。

ア 夫婦の場合

イ 親とその１０歳未満の子の場合

ウ 祖父母とその１０歳未満の孫の場合

エ 介助を要する者のための家族の場合

２ 法第３条第２項に規定する条例で定めるその他の公衆浴場について営業者が講じなければな

らない措置の基準は、前項第３号、第４号、第９号から第１２号まで、第１５号から第２９号

まで、第３１号及び第３２号に掲げる基準並びに次に掲げる基準とする。

(10) 家族風呂等又は水着を着用して入浴する場合を除き、１０歳以上の男女を混浴させない

こと。
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議案第 ９７ 号

西宮市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例制定の件

西宮市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例を次のように制定す

る。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

西宮市婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年西宮市条例

第２５号）の全部を改正する。

（趣旨）

第１条 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第６５条第１項の女性自立支援施設（困

難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和４年法律第５２号）第１２条第１項

に規定する女性自立支援施設をいう。以下同じ。）の設備及び運営に関する基準につい

ては、この条例の定めるところによる。

（女性自立支援施設の基準）

第２条 社会福祉法第６５条第１項の条例で定める女性自立支援施設の基準は、女性自立

支援施設の設備及び運営に関する基準（令和５年厚生労働省令第３６号）に定める基準

（当該基準の特例として定められている基準がある場合には、その基準）をもって、そ

の基準とする。
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付 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（参考）

○提案理由

省令の廃止及び新規施行並びに条例の規定方法の見直しに伴い、所要の規定の整備

を行うため。
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議案第 ９８ 号

西宮市地区計画等の区域内における建築物等の制限に関する条例の一部を改正

する条例制定の件

西宮市地区計画等の区域内における建築物等の制限に関する条例の一部を改正する条例

を次のように制定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市地区計画等の区域内における建築物等の制限に関する条例の一部を改正

する条例

西宮市地区計画等の区域内における建築物等の制限に関する条例（昭和６０年西宮市条

例第５１号）の一部を次のように改正する。

別表第１中

「

ＪＲ西宮駅南西地区地区整備計画

（平成３０年西宮市告示甲第６８７号 決定）

（令和３年西宮市告示甲第６４１号 変更）

」

を

「

ＪＲ西宮駅南西地区地区整備計画

（平成３０年西宮市告示甲第６８７号 決定）
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（令和３年西宮市告示甲第６４１号 変更）

（令和５年西宮市告示甲第１１７２号 変更）

」

に改める。

付 則

この条例は、公布の日から施行する。

（参考１）

○提案理由

ＪＲ西宮駅南西地区地区計画の変更に伴い、所要の規定の整備を行うため。

（参考２）

○西宮市地区計画等の区域内における建築物等の制限

（現行抄）に関する条例

（第２条関係）別表第１

名称 区域

ＪＲ西宮駅南西地区地区整備計画 都市計画法第２０条第１項の規定により告示され

（平成３０年西宮市告示甲第６８７号 決定） た阪神間都市計画ＪＲ西宮駅南西地区地区計画の

（令和３年西宮市告示甲第６４１号 変更） 区域のうち、地区整備計画が定められた区域

（該当部分のみ抜粋）
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議案第 ９９ 号

西宮市手数料条例等の一部を改正する条例制定の件

西宮市手数料条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市手数料条例等の一部を改正する条例

（西宮市手数料条例の一部改正）

第１条 西宮市手数料条例（平成１１年西宮市条例第３４号）の一部を次のように改正す

る。

別表第１第２３号イ中

「

１，１８０，０００円

１，４１０，０００円

１，５９０，０００円

１，９５０，０００円

２，２７０，０００円

４，５５０，０００円

５，８２０，０００円

７，０７０，０００円

」

を
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「

１，４５０，０００円

１，７２０，０００円

１，９２０，０００円

２，３６０，０００円

２，７４０，０００円

５，６４０，０００円

７，２４０，０００円

８，７９０，０００円

」

に改め、同表第３７号の表備考中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」

を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改め、同表第７５号の７を

同表第７５号の８とし、同表第７５号の６中「（昭和２５年政令第３３８号）」を削り、

「基づく」の次に「移転における」を加え、同号を同表第７５号の７とし、同表第７５

号の５の次に次の１号を加える。

(75 6) 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３７条の１２第６項又の

は第７項の規定に基づく大規模の修繕又は大規模の模様替における建築基準法令

の適用除外に係る認定の申請に係る審査 大規模の修繕又は大規模の模様替をす

る建築物の建築基準法令の適用除外に係る認定申請手数料 ２７，０００円

別表第１第１６３号中「第１７７号、第１７８号、第１７８号の５及び第１７８号

の６」を「第１７６号、第１７７号、第１７８号の４及び第１７８号の５」に改め、同

表第１７４号を削り、同表第１７５号を同表第１７４号とし、同表第１７６号から同表

第１７８号の６までを１号ずつ繰り上げ、同表第１８３号の２から同表第１８８号まで

の規定中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律」に改め、同表第１８９号及び同表第１９０号中「建築

物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則」を「建築物のエネルギー消費性

能の向上等に関する法律施行規則」に改める。

（西宮市手数料条例の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 西宮市手数料条例の一部を改正する条例（令和４年西宮市条例第３号）の一部を
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次のように改正する。

別表第１第７６号の次に１号を加える改正規定中「県民税」の次に「と森林環境

税」を加える。

付 則

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、公布の日か

ら施行する。

２ 改正後の西宮市手数料条例別表第１第２３号イの規定は、この条例の施行の日以後に

申請がなされたものに係る審査の手数料について適用する。

（参考１）

○提案理由

建築基準法等の改正等に伴い、所要の規定の整備を行うため。

（参考２）

（現行抄）○西宮市手数料条例

（第２条関係）別表第１

(23) 消防法第１１条第１項前段の規定に基づく製造所、貯蔵所又は取扱所の設置の許可の申

請に対する審査 製造所等設置許可申請手数料

イ 貯蔵所に係るもの

区分 手数料の額

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所 危険物の貯蔵最大数量が１ ０００キロリッ １ １８０ ０００円, , ,

及び浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵 トル以上５ ０００キロリットル未満のもの,

所 危険物の貯蔵最大数量が５ ０００キロリッ １ ４１０ ０００円, , ,

トル以上１万キロリットル未満のもの

危険物の貯蔵最大数量が１万キロリットル １ ５９０ ０００円, ,

以上５万キロリットル未満のもの

危険物の貯蔵最大数量が５万キロリットル １ ９５０ ０００円, ,

以上１０万キロリットル未満のもの

危険物の貯蔵最大数量が１０万キロリット ２ ２７０ ０００円, ,

ル以上２０万キロリットル未満のもの

危険物の貯蔵最大数量が２０万キロリット ４ ５５０ ０００円, ,

ル以上３０万キロリットル未満のもの

危険物の貯蔵最大数量が３０万キロリット ５ ８２０ ０００円, ,
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ル以上４０万キロリットル未満のもの

危険物の貯蔵最大数量が４０万キロリット ７ ０７０ ０００円, ,

ル以上のもの

（該当部分のみ抜粋）
(37)

備考 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）第１１

条第１項に規定する特定建築行為に係る同項に規定する特定建築物（同項に規定する非住

宅部分に限る。以下この号において「特定建築物」という。）に係る建築物に関する完了

検査手数料の額は、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額を

加算した額とする。

（該当部分のみ抜粋）
(75 6) 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３７条の１６第２号の規定に基の

づく建築基準法令の適用除外に係る認定の申請に係る審査 移転する建築物の建築基準法令

の適用除外に係る認定申請手数料 ２７,０００円

(163) 介護保険法第７８条の２第１項の規定に基づく指定地域密着型サービス事業者の指定の

申請（申請に係る事業所が本市の区域内にある場合に限る。次号から第１６６号まで、第

１７７号、第１７８号、第１７８号の５及び第１７８号の６において同じ。）に対する審査

（次号に該当するものを除く。） 指定地域密着型サービス事業者指定申請手数料

２０,０００円

(174) 健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第

１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定による改正前の介

護保険法（以下「平成１８年旧介護保険法」という。）第１０７条の２第４項において準用

する平成１８年旧介護保険法第１０７条第１項の規定に基づく指定介護療養型医療施設の指

定の更新の申請に対する審査 指定介護療養型医療施設指定更新申請手数料 １５,０００

円

(183 2) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（以下この号において「法」といの

う。）第１２条第１項又は第１３条第２項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能適合性

判定に対する審査 非住宅部分適合性判定審査手数料

（該当部分のみ抜粋）
(183 3) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第１２条第２項又は第１３条第３項の

の規定に基づく建築物エネルギー消費性能適合性判定に対する審査 非住宅部分適合性判定

変更審査手数料 建築物エネルギー消費性能確保計画（同法第１２条第１項に規定する建築

物エネルギー消費性能確保計画をいう。第１８９号において同じ。）を変更する部分の床面

積に応じ、前号の表の規定の例により算定した額

(184) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３４条第１項の規定に基づく性能向

上計画の認定の申請（住宅に係るものに限る。）に対する審査 住宅性能向上計画認定申請

手数料

手数料の額

市長が定める機関により建築物のエ

ネルギー消費性能の向上に関する法
申請に係る住

律第３５条第１項第１号に掲げる基
宅の部分の床

準に適合する性能向上計画であると 全ての住戸が誘導仕様基準による場合 その他の場合
面積の合計

確認された旨を証する書面（次号に

おいて「性能向上適合証」とい

う。）が添付されている場合

備考

２ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３４条第３項の規定により、性能

向上計画に同項の他の建築物（以下この号において「他の建築物」という。）に係る事
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項を記載した場合における手数料の額は、同項の申請建築物の手数料の額に、当該他の

建築物（記載した事項に係る他の建築物が２以上ある場合においてはそれぞれの他の建

築物）を同項の申請建築物とみなした場合の手数料の額を加算した額とする。

３ 性能向上計画の認定の申請に建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３５

条第２項の規定による申出が含まれる場合における手数料の額は、第３４号に規定する

建築物に関する確認申請手数料の額又は第３４号の２に規定する建築物に関する計画通

知審査手数料の額（次の各号に掲げる場合にあっては、当該額にそれぞれ当該各号に定

める額を加算した額）を加算した額とする。

（該当部分のみ抜粋）
(185) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３４条第１項の規定に基づく性能向

上計画の認定の申請（非住宅又は複合建築物（住宅の部分と非住宅の部分からなる建築物を

いう。以下この号及び第１８８号において同じ。）に係るものに限る。）に対する審査 非

住宅等性能向上計画認定申請手数料

備考

４ 性能向上計画の認定の申請に建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３５

条第２項の規定による申出が含まれる場合における手数料の額は、第３４号に規定する

建築物に関する確認申請手数料の額又は第３４号の２に規定する建築物に関する計画通

知審査手数料の額（次の各号に掲げる場合にあっては、当該額にそれぞれ当該各号に定

める額を加算した額）を加算した額とする。

（該当部分のみ抜粋）
(186) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３６条第１項の規定に基づく性能向

上計画の変更の認定の申請に対する審査 性能向上計画変更認定申請手数料 性能向上計画

を変更する部分の床面積に応じ、前２号の表の規定の例により算定した額

(187) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第４１条第１項の規定に基づく建築物

エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定の申請（住宅に係るものに限る。）に対す

る審査 住宅基準適合認定申請手数料

手数料の額

市長が定める機関により建築物のエネル 基準適合証等が添付されていない場合

ギー消費性能の向上に関する法律第２条

申請に係る住宅 第１項第３号に規定する建築物エネルギ

仕様基準又はモデル
の部分の床面積 ー消費性能基準に適合する建築物である

住宅基準によるもの
の合計 と確認された旨を証する書面又はこれに 性能基準によるもの

準ずるものとして市長が定める書面（以

下この号及び次号において「基準適合証

等」という。）が添付されている場合

（該当部分のみ抜粋）
(188) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第４１条第１項の規定に基づく建築物

エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定の申請（非住宅又は複合建築物に係るもの

に限る。）に対する審査 非住宅等基準適合認定申請手数料

（該当部分のみ抜粋）
(189) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則（平成２８年国土交通省令第

５号）第１１条の規定に基づく軽微な変更に該当していることの証明 非住宅部分適合性判

定軽微変更該当証明手数料 建築物エネルギー消費性能確保計画を軽微に変更する部分の床

面積に応じ、第１８３号の２の表の規定の例により算定した額

(190) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則第２９条の規定に基づく軽微

な変更に該当していることの証明 性能向上計画軽微変更該当証明手数料 性能向上計画を

軽微に変更する部分の床面積に応じ、第１８４号又は第１８５号の表の規定の例により算定

した額
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（一部未施行）○西宮市手数料条例の一部を改正する条例

別表第１第７６号の３中「第３８２条の３」の次に「又は第３８２条の４」を加え、同号を

同表第７６号の４とし、同表第７６号の２中「第３８２条の２」の次に「又は第３８２条の

４」を、「固定資産課税台帳」の次に「又はその写し」を加え、同号を同表第７６号の３とし、

同表第７６号の次に次の１号を加える。

(76 2) 地方税法第２０条の１０又は第３８２条の４の規定に基づく納税証明書の交付 納の

税証明書交付手数料 １年度（法人等の市民税にあっては、当該法人等の１事業年度）ご

との、１税目（市民税と県民税及び固定資産税と都市計画税は、それぞれ合わせて１税目

とする。）につき３００円
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議案第１００号

西宮市斜面地等における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例制定

の件

西宮市斜面地等における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例を次のように

制定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市斜面地等における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例

西宮市斜面地等における建築物の制限に関する条例（平成１７年西宮市条例第６９号）

の一部を次のように改正する。

第５条第１項第１号中「第５５条第３項」を「第５５条第４項各号」に改める。

付 則

この条例は、公布の日から施行する。
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（参考１）

○提案理由

建築基準法の改正に伴い、所要の規定の整備を行うため。

（参考２）

○西宮市斜面地等における建築物の制限に関する条例

（現行抄）

（適用の除外）

前条の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適用しない。第５条

( 1 ) 法第５５条第３項、法第５９条の２第１項、法第８６条第３項若しくは第４項又は法第

８６条の２第２項若しくは第３項の規定による許可を受けた斜面地建築物
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議案第１０１号

西宮市営住宅条例の一部を改正する条例制定の件

西宮市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市営住宅条例の一部を改正する条例

西宮市営住宅条例（平成８年西宮市条例第４４号）の一部を次のように改正する。

第７条中「あっては第３号」の次に「及び第５号」を加える。

第８条第２項中「前条第３号」の次に「及び第５号」を加える。

第１１条第１号中「同条第３号」の次に「及び第５号」を加える。

第１３条第１項中「第７条から前条まで（第１０条の２を除く。）に規定する入居者資

格のある者で」を削る。

付則第１７項中「１戸の専有面積が２５平方メートル未満である」を削る。

付 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、付則第１７項の改正規定は、令和６年４

月１日から施行する。
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（参考１）

○提案理由

市営住宅の入居者資格等を変更することに伴い、所要の規定の整備を行うため。

（参考２）

（現行抄）○西宮市営住宅条例

（普通市営住宅の入居者資格）

普通市営住宅に入居することができる者は、次の各号（老人、身体障害者その他の特に第７条

居住の安定を図る必要がある者として規則で定める者（以下「老人等」という。）にあっては

第１号及び第３号から第６号まで、被災市街地復興特別措置法（平成７年法律第１４号）第

２１条に規定する被災者等（以下「被災者等」という。）にあっては第３号）に掲げる条件を

備える者とする。

(1) 現に市内に住所又は勤務場所を有する者であること。

(2) 現に同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の

事情にある者その他婚姻の予約者を含む。第５号及び第１８条において同じ。）があること。

(3) 現に住宅に困窮していることが明らかな者であること。

(4) その者の収入が、次のア、イ又はウに掲げる場合に応じ、それぞれア、イ又はウに定める

金額を超えないこと。

ア 入居者が身体障害者である場合その他の特に居住の安定を図る必要があるものとして規

則で定める場合 ２１４,０００円

イ 市営住宅が、法第８条第１項若しくは第３項若しくは激甚災害に対処するための特別の

財政援助等に関する法律（昭和３７年法律第１５０号）第２２条第１項の規定による国の

補助に係るもの又は法第８条第１項各号のいずれかに該当する場合において市長が災害に

より滅失した住宅に居住していた低額所得者に転貸するため借り上げるものである場合

２１４,０００円（当該災害発生の日から３年を経過した後は、１５８,０００円）

ウ ア及びイに掲げる場合以外の場合 １５８,０００円

(5) その者及び現に同居し、又は同居しようとする親族が暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団

員」という。）でないこと。

(6) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める条件

（改良住宅の入居者資格）

第８条

２ 前項に規定する者が改良住宅に入居せず、又は入居しなくなった場合においては、同項の規

定にかかわらず、当該改良住宅に入居することができる者は、次に掲げる条件（被災者等にあ

っては前条第３号に掲げる条件）を備える者とする。

(1) 前条第１号から第３号まで（老人等及び単身者用住宅に入居しようとする者にあっては同

条第１号及び第３号）、第５号及び第６号に掲げる条件

(2) その者の収入が、次のア又はイに掲げる場合に応じ、それぞれア又はイに定める金額を超

えないこと。

ア 前条第４号アに定める場合 １３９,０００円

イ アに掲げる場合以外の場合 １１４,０００円

（特別賃貸住宅の入居者資格）

特別賃貸住宅に入居することができる者は、次に掲げる条件を備える者とする。第11条
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(1) 第７条第１号から第３号まで、第５号及び第６号（老人等にあっては同条第１号、第３号、

第５号及び第６号、被災者等にあっては同条第３号）に掲げる条件

（入居の申込み及び決定）

第７条から前条まで（第１０条の２を除く。）に規定する入居者資格のある者で市営住第13条

宅に入居しようとする者は、規則で定めるところにより入居の申込みをしなければならない。

付 則

17 当分の間、１戸の専有面積が２５平方メートル未満である改良住宅のうち市長が指定するも

のの入居者が、当該改良住宅以外の改良住宅の入居の申込みをした場合においては、当該入居

者は、第８条第２項第２号に掲げる条件を備えているものとみなす。
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議案第１０２号

西宮市都市公園条例等の一部を改正する条例制定の件

西宮市都市公園条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市都市公園条例等の一部を改正する条例

（西宮市都市公園条例の一部改正）

第１条 西宮市都市公園条例（昭和３２年西宮市条例第１７号）の一部を次のように改正

する。

第２０条中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号を第３号とする。

（西宮市都市公園条例の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 西宮市都市公園条例の一部を改正する条例（令和５年西宮市条例第１２号）の一

部を次のように改正する。

第２０条に１号を加える改正規定を次のように改める。

第２０条に次の１号を加える。

(4) 西宮市西宮中央運動公園（運動施設に係る部分を除く。）

付 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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（参考１）

○提案理由

指定管理者に管理を行わせる都市公園の変更に伴い、所要の規定の整備を行うため。

（参考２）

（現行抄）○西宮市都市公園条例

（指定管理者）

市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、第20条

指定管理者に次に掲げる都市公園の管理を行わせるものとする。

(2) 西宮市仁川緑地（西宮市仁川町６丁目４番６及び４番７に限る。）

（一部未施行）○西宮市都市公園条例の一部を改正する条例

第２０条に次の１号を加える。

(5) 西宮市西宮中央運動公園（運動施設に係る部分を除く。）
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議案第１０３号

西宮市水道事業給水条例の一部を改正する条例制定の件

西宮市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

西宮市条例第 号

西宮市水道事業給水条例の一部を改正する条例

西宮市水道事業給水条例（昭和３３年西宮市条例第３３号）の一部を次のように改正す

る。

第５条中「給水装置を」を「給水装置の」に、「厚生労働省令」を「国土交通省令」に、

「以下次条」を「次条」に、「撤去しよう」を「撤去をしよう」に改める。

第３４条第２項ただし書中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。

付 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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（参考１）

○提案理由

水道法の改正に伴い、所要の規定の整備を行うため。

（参考２）

（現行抄）○西宮市水道事業給水条例

（給水装置の新設等の申込）

給水装置を新設、改造、修繕（水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下「法」とい第５条

う。）第１６条の２第３項ただし書の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更を除く。以

下次条、第１０条及び第３７条において同じ。）又は撤去しようとする者は、管理者の定める

ところにより、あらかじめ管理者に申し込み、その承認を受けなければならない。

（給水装置の基準違反に対する措置）

第34条

２ 管理者は、水の供給を受ける者の給水装置が、指定給水装置工事事業者の施行した給水装置

の工事に係るものでないときは、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水

を停止することができる。ただし、法第１６条の２第３項ただし書の厚生労働省令で定める給

水装置の軽微な変更であるとき又は当該給水装置の構造及び材質がその基準に適合しているこ

とを確認したときは、この限りでない。
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議案第１１７号

令和６年度包括外部監査契約締結の件

下記のとおり包括外部監査契約を締結する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

記

１ 契約の目的

当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告

２ 契約の期間

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

３ 契約の金額

１，１６０万円を上限とする額

４ 費用の支払方法

監査の結果に関する報告提出後に一括払い。ただし、契約の相手方から請求があっ

た場合は別途協議する。

５ 契約の相手方

住所 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

氏名 中原 純一

資格 公認会計士
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（参考）

○地方自治法

（包括外部監査契約の締結）

第２５２条の３６ 次に掲げる普通地方公共団体の長は、政令で定めるところにより、毎

会計年度、当該会計年度に係る包括外部監査契約を、速やかに、一の者と締結しなけれ

ばならない。この場合においては、あらかじめ監査委員の意見を聴くとともに、議会の

議決を経なければならない。

(1) 都道府県

(2) 政令で定める市
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議案第１１８号

指定管理者指定の議決内容の一部変更の件

令和４年１２月１９日付議決第６６０号（議案第５４３号）をもって議決された指定管

理者の指定の議決内容の一部を下記のとおり変更する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

記

指定期間

「令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで」とあるのを「令和５年４月１日か

ら令和１０年３月３１日まで（西宮市立陸上競技場及び西宮市立中央多目的グラウンドに

あっては、令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）」に変更する。
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（参考）

○提案理由

西宮市立陸上競技場及び西宮市立中央多目的グラウンドの指定管理者の指定期間を

変更するため。
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議案第１１９号

特定事業契約締結の件

下記のとおり契約を締結する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

記

西宮中央運動公園及び中央体育館・陸上競技場等再整備事業に

１ 契 約 の 目 的

係る特定事業契約

２ 契 約 金 額 金２１，８３４，７５４，７８２円

西宮市六湛寺町９番１６号

３ 契約の相手方

西宮コネクトパーク 株式会社
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（参考１）

○西宮コネクトパーク株式会社

清水建設株式会社を代表企業とする共同企業体によって設立された特定目的会社で、

当該企業の他に、株式会社梓設計、復建調査設計株式会社、株式会社現代ランドスケ

ープ、株式会社松田組、美津濃株式会社、日本管財株式会社、株式会社双葉化学商会

で構成されている。

（参考２）

１ 事業期間

令和３０年３月３１日まで

２ 事業場所

西宮市河原町３、３－２、８、２３、２８－２、中屋町２９、３９

３ 事業概要

統括管理業務、施設整備業務、施設供用等業務

４ 入札結果表

令和５年９月２７日 開札、１１月３０日 総合評価落札方式により決定

名 称 西宮中央運動公園及び中央体育館・陸上競技場等再整備事業

予 定 価 格 金２２，１３７，７７１，０００円（消費税、地方消費税相当額を含む）

入札金額 結 果

入 札 者 価格審査点 加点審査点 総合評価点

（代表企業名） （ 点） （ 点） （ 点）４００ ６００ １０００

落 札
清水建設 株式会

２１，８３４，７５４，７８２ ３６３．０９ ４５２．４６ ８１５．５５円
社 関西支店

次 点株式会社 大林組 円２１，９９５，９７７，４４７ ３６０．４２ ４４８．５９ ８０９．０１

１９，８１９，７３６，６６４ ４００．００ ３８３．６３ ７８３．６３

株式会社 熊谷

円
組 関西支店
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５ 業者経歴表

（単位：千円）

１ 業 者 名 清水建設 株式会社

２ 資 本 金 ７４，３６５，０００

建築一式工事 １，１５５，９４４，９８２

最近１年間の 土木一式工事 ２２９，１２８，１１６
３

完 成 工 事 高 その他一式工事 １７２，２５１，９０２

計 １，５５７，３２５，０００

文京シビックセンター議場特定天井改修工事 ４３９，７３０

越谷市役所新庁舎建設工事（建築） ２，９１８，８４８

蕨市新庁舎建設工事 ３，１７８，９４０

海田町新庁舎建設等工事（建築） ２，１８５，４５８

最近３年間の 糸島市運動公園整備・管理運営事業（多目的体育館整備） ３，２１４，８０８

４ 本 市 以 外 の 新行政棟・文化庁移転施設整備工事（主体工事） ５，１６６，００２

主要工事・業務 有和中学校建設工事 ４，３９８，０００

（仮称）川西市立総合医療センターキセラ川西センター整備
１４，７２０，８５３

事業

史跡高松城跡桜御門復元整備工事 ２６８，５２６

長崎市新庁舎建設建築工事 １３，８５４，９２２

該当なし

最近３年間の

５ 本市に対する

主要工事・業務

該当なし

本市に対

する分

警視庁本部２階（４）特定天井ほか改修Ⅱ期工事 ３２５，５８０
現在施

真岡市複合交流拠点施設整備運営事業 ３，６６３，０２５
工中の

松本平広域公園陸上競技場建築工事 ７，７９７，０００
６工事・

豊崎工区換気所新築及び開削トンネル・下部工事 ２，０１０，８９７
履行中

本市以外 大阪・関西万博日本館（仮称）整備工事 ６，９８０，０００
の業務

に対する 京都市新北庁舎（仮称）新築工事ただし、建築主体その他工
５，２１１，１５７

分 事

京都大学（医病）中央診療棟等改修その他工事 ３，９５８，６３６

京都大学（南部）がん免疫総合研究センター新営その他工事 ４，５００，２４３
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国宝興福寺五重塔素屋根建設工事 ９７５，０００

神戸駅周辺地区浸水対策事業 ４７５，５１０
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（単位：千円）

１ 業 者 名 株式会社 梓設計

２ 資 本 金 ９０，０００

建築関係建設コンサルタント業務 １１，９８６，５０９

最近１年間の 土木関係建設コンサルタント業務 ５５３，７４６
３

売 上 高

計 １２，５４０，２５５

白金一丁目東部北地区第一種市街地再開発事業設計 ９８１，１０９

（仮称）Ｋアリーナプロジェクト監理 ４１０，８０７

川崎市新川崎地区新設小学校設計 ３５８，８７６

九州大学（医病）別府病院再開発実施設計 ２９２，４５７

最近３年間の ひめじ手柄山スポーツ施設整備運営事業設計 ２９０，２９０

４ 本 市 以 外 の 廿日市市筏津地区公共施設再編事業設計・工事監理 ２４７，５３３

主 要 業 務 兵庫県立はりま姫路総合医療センター工事監理 ２２０，０００

会津若松市庁舎整備設計 ２０１，８５０

愛媛県県庁第二別館新築外工事設計 １８０，８０１

寝屋川市第四中学校区小中一貫校施設整備工事監理 １７６，０００

兵庫県立むこがわ特別支援学校新築工事実施設計 １４８，５００

該当なし

最近３年間の

５ 本市に対する

主 要 業 務

該当なし

本市に対

する分

東京国際空港新庁舎新築設計 ９７６，３６０

福岡市拠点文化施設整備及び須崎公園再整備事業設計監理 ５５８，０１７
現在履

北とぴあ改修基本設計・実施設計 ４４５，５２２
６行中の

聖マリアンナ医科大学菅生キャンパスリニューアル計画工事
業 務 ３８０，７００

本市以外 監理

に対する 八王子駅南口集いの拠点整備・運営事業設計監理 ３６３，０００

分 ひめじ手柄山スポーツ施設整備運営事業工事監理 ２９７，７７０

神戸空港サブターミナル（仮称）整備事業設計 ２６４，０００

ボートレース下関競技棟新築ほか実施設計 １９２，５００

仮称新川崎小学校新築工事監理 １５０，７００



33－6

宝塚市クリーンセンター建設工事 土木建築設計 １４６，３００
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（単位：千円）

１ 業 者 名 復建調査設計 株式会社

２ 資 本 金 ３００，０００

測量 １，６９９，６２０

建築関係建設コンサルタント業務 ６０，３１２

最近１年間の 土木関係建設コンサルタント業務 １１，０６４，７２０
３

売 上 高 地質調査業務 １，４７８，０３４

補償関係コンサルタント業務 ３０４，２６７

計 １４，６０６，９５３

神戸空港道路及び雨水幹線設計業務 ３０，８７７

西神戸地区産業団地基本設計策定業務 ６７，３２０
最近３年間の

六甲山・摩耶山における交通のあり方検討業務 １０，２５２
４ 本 市 以 外 の

円山川生物環境モニタリング調査業務 ６２，３７０
主 要 業 務

三宮中央歩道橋エスカレーター設置工事に伴う調査設計業務 ２８，１７１

国道４３号騒音他調査業務 ６，８３９

東部総合処理センター破砕選別施設整備に伴う発注者支援業
２９，６８９

務

路面性状調査等業務 １３，８６０

最近３年間の 西部総合処理センター焼却施設整備に伴う施設基本構想策定
７，７００

５ 本市に対する 業務

主 要 業 務 東部総合処理センター破砕選別施設整備事業に伴う施設基本
７，５９０

計画策定業務

西宮市西部総合処理センター焼却施設整備に係る廃棄物エネ
７，３７０

ルギー利活用構想策定業務

該当なし

本市に対

する分

道保防安 第５２１４－０－Ｓ０１号 （国）４２７号他
７，８６３

現在履 組立歩道定期点検業務

６行中の 急傾一般 第４０００－１－Ｓ０１号 （急）不計地区 調
１１，４２７

業 務 査・設計業務
本市以外

主要地方道 八尾枚方線外 自転車通行空間詳細設計委託 １６，１８５
に対する

二級河川石津川橋梁詳細設計委託（鶴田橋） １６，６１６
分

令和４年度 第Ｃ１０８－２４号 伊香立浜大津線 補助道
２２，０４７

路整備地質調査業務委託

令和４年度 第Ｃ１０８－２５号 伊香立浜大津線 補助道 ８３，０８４
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路整備設計業務委託
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（単位：千円）

１ 業 者 名 株式会社 現代ランドスケープ

２ 資 本 金 １０，０００

造園設計 １２７，８０２

最近１年間の
３

売 上 高

計 １２７，８０２

０２－浜甲子園団地第Ⅳ期造園基本設計 ３，５２０

廿日市市筏津地区公共施設再編事業 設計・工事監理業務委
２５，１９０

託

大枝公園再整備工事（西側その６）実施設計業務委託 ４，７２２

０３－サンヴァリエ中百舌鳥団地環境整備造園その他実施設
８，６９０

最近３年間の
計

日本万国博覧会記念公園 日本庭園アクションプラン基礎資
４ 本 市 以 外 の ８，１９２

主 要 業 務
料作成委託

０３－武庫川団地広場整備造園その他基本設計 ４，５１０

令和４年度 小松緑道広場実施設計業務委託 ４，９５８

０４－金剛団地広場整備造園その他基本実施設計 ５，６６５

令和４年度 （大阪市）市内一円公園改修工事に伴う設計業
７，４１６

務委託

０４プロムナーデ関目他１団地樹木計画修繕工事実施設計 ６，４９０

該当なし

最近３年間の

５ 本市に対する

主 要 業 務

該当なし

本市に対

する分

（仮称）南花台中央公園整備事業基本・実施設計業務 ２９，７００

現在履 海老江下水処理場場内整備設計業務委託（その１－１） ４９，３８１

６行中の ０４－高槻・阿武山六番外１７団地サイン整備造園実施設計 ８，２５０

業 務 錦織公園 園路改修実施設計委託 ７，２５１
本市以外

中の島公園再整備実施設計業務 １５，３１２
に対する

令和５年度 名勝満濃池保存活用整備基本計画業務委託 １，６５０
分

日本万国博覧会記念公園 園内運動施設改修実施設計委託 ４，７７７
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０３－金剛団地道路通路修繕その他工事造園変更設計 １，９２５

御殿場市立図書館ランドスケープ設計 ３，４００

岸和田市貝塚市斎場整備運営事業ランドスケープ設計 １１，０００
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（単位：千円）

１ 業 者 名 株式会社 松田組

２ 資 本 金 ７２，０００

建築一式工事 １，４８２，３９９

最近１年間の 土木一式工事 ９７６，２８６
３

完 成 工 事 高 その他一式工事 １，２８０

計 ２，４５９，９６５

もりのおと小規模保育園新築工事 １０９，４００

最近３年間の 雲雀丘花屋敷運輸ビル寝室他設備改良工事のうち建築工事 ９４，０００

４ 本 市 以 外 の 六甲変電所耐震補強工事のうち建築工事 １１７，７００

主 要 工 事

津門保育所・津門児童館改築工事（ＪＶ工事比率７０％） ６２１，５００

最近３年間の 市営住宅池田町外壁改修他工事 １６０，６００

５ 本市に対する

主 要 工 事

段上小学校大規模改修他工事（ＪＶ工事比率７０％） １，３０６，８００

上之町保育所・北瓦木センター大規模改修工事 １８６，７８０
本市に対

瓦木小学校長寿命化改修他工事（ＪＶ工事比率７０％） １，４３０，０００
する分

市営城ケ堀町住宅整備工事（ＪＶ工事比率７０％） １，２１２，０００
現在施

６工中の
該当なし

工 事
本市以外

に対する

分
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（単位：千円）

１ 業 者 名 美津濃 株式会社

２ 資 本 金 ２６，１３７，０００

最近１年間の
３

売 上 高

計 １１４，０４９，０００

姫路市手柄山スポーツ施設整備運営ＰＦＩ事業 ３３，３１４，０９５

韮崎市新体育館及び市営総合運動場整備運営ＰＦＩ事業 ６，９８３，７１０

沼津市香陵公園周辺整備運営ＰＦＩ事業 １２，７０５，１５１

鳥取市民体育館再整備運営ＰＦＩ事業 ５，４９９，９８６

最近３年間の 下関市新総合体育館整備運営ＰＦＩ事業 ９，２８３，７７３

４ 本 市 以 外 の 瑞穂陸上競技場等整備運営ＰＦＩ事業 ５４，６２１，１２５

主 要 業 務 出雲市体育館等整備運営ＰＦＩ事業 ５，７６８，４２２

秦野市カルチャーパーク及び秦野市立おおね公園指定管理 １，４５２，０００

高槻市立総合スポーツセンターほか１０施設、萩谷総合公園
６８９，１５０

、古曽部防災公園指定管理

静岡県愛鷹広域公園指定管理 ５７０，０００

該当なし

最近３年間の

５ 本市に対する

主 要 業 務

該当なし

本市に対

する分

芦屋市総合運動公園指定管理 ２０７，７０２

現在履 丹波篠山市立総合スポーツセンター指定管理 １４１，０７５

６行中の 加古川市日岡山公園体育館等指定管理 ４７０，２５０

業 務 犬山市総合体育館指定管理 ５１２，１６０
本市以外

江戸川区総合体育館指定管理 ７９９，０１８
に対する

交野市スポーツ施設指定管理 ３４５，９５０
分

津市産業スポーツセンター指定管理 ９２８，０９２

千代田区立スポーツセンター指定管理 ６８９，８１０

大阪府営深北緑地指定管理 ３３２，７８３

姫路市すこやかセンター指定管理 ６４６，５２５
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（単位：千円）

１ 業 者 名 日本管財 株式会社

２ 資 本 金 ３，０００，０００

最近１年間の
３

売 上 高

計 １１３，０４５，０００

沼津市香陵公園周辺整備運営ＰＦＩ事業 １２，７０５，１５１

最近３年間の 瑞穂陸上競技場等整備運営ＰＦＩ事業 ５４，６２１，１２５

４ 本 市 以 外 の

主 要 業 務

西宮市営住宅等指定管理業務 １，１８１，３５３

最近３年間の 西宮市山口ホール管理運営業務 １６，７０８

５ 本市に対する 西宮市本庁舎他６施設清掃業務 １０７，２８０

主 要 業 務 西宮市フレンテホール指定管理業務 ８，７８５

西宮市保健所清掃業務 １，４６２

西宮市営住宅等指定管理業務 １，１８１，３５３

西宮市山口ホール管理運営業務 １６，７０８
本市に対

西宮市本庁舎他６施設清掃業務 １０７，２８０
する分

西宮市フレンテホール指定管理業務 ８，７８５
現在履

西宮市保健所清掃業務 １，４６２
６行中の

宮崎県プール整備運営ＰＦＩ事業 １５，５９４，４０８
業 務

本市以外 草津市立プール整備・運営ＰＦＩ事業 １４，２６０，８０４

に対する

分
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（単位：千円）

１ 業 者 名 株式会社 双葉化学商会

２ 資 本 金 ４５，０００

最近１年間の
３

売 上 高

計 １，２９５，３３７

神戸市防災コミュニティセンター管理運営 ６，１８７

最近３年間の 芦屋市環境処理センター再生資源持ち去り防止パトロール及
５，２１４

４ 本 市 以 外 の び粗大ごみ処理券配布等業務委託

主 要 業 務 芦屋市南護岸・南緑地警備業務委託 １２，５４０

川西市立けやき坂小学校カーペット清掃作業 ５２８

浜脇小学校他６１施設常駐警備業務 ２２９，６８０

朝日愛児館他２２施設清掃業務 １２０，９７８
最近３年間の

鳴尾公民館他１８施設管理業務 １０８，６８８
５ 本市に対する

夙川公民館他１７施設清掃業務 ２６，９５４
主 要 業 務

網引市民館他２６施設清掃業務 １７，０５４

西宮市甲東ホール管理運営業務 １６，３０３

浜脇小学校他６１施設常駐警備業務 ２５０，８００

朝日愛児館他２２施設清掃業務 １３０，８１２
本市に対

夙川公民館他１７施設清掃業務 ２９，２５１
する分

網引市民館他２５施設清掃業務 １７，７４０
現在履

西宮市甲東ホール管理運営業務 １６，６６４
６行中の

芦屋市環境処理センター再生資源持ち去り防止パトロール
業 務 ４，９２８

本市以外 及びフードドライブ回収等業務委託

に対する

分
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（参考３）

○民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律

（地方公共団体の議会の議決）

第１２条 地方公共団体は、事業契約でその種類及び金額について政令で定める基準に該当

するものを締結する場合には、あらかじめ、議会の議決を経なければならない。
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議案第１２０号

訴 え 提 起 の 件

下記のとおり訴えを提起する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

記

１ 訴えの事件名

建物明渡等請求事件

２ 訴えの相手方

（ 1 ）＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊ ＊ ＊ ＊ ＊

（ 2 ）＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊ ＊ ＊

３ 訴えの趣旨

(1) 相手方らに対し、下記物件目録記載の建物の明渡しを求める。

物件目録

所在地 西宮市奥畑４－１

住居表示 西宮市奥畑８番３号

家屋番号 未登記４

種類 店舗・事務所

床面積 ６５．４１㎡

(2) 相手方( 1 )に対し、滞納使用料１，１２８，０００円の支払を求める。
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(3) 相手方らに対し、令和５年４月１日から第１号の明渡し済みまで使用料相当損害

金として１箇月当たり４７，０００円の割合による金員の支払を求める。

４ 訴訟方法等

控訴、上告、和解、調停その他本件処理に関する事項は、市長に一任する。

（参考）

○訴えを提起する理由

西宮市立満池谷墓地内に位置する香花売場の使用者である相手方( 1 )にあっては使

用料を長期にわたり滞納し、市が催告するも支払に応じないため、相手方( 1 )及び相

手方( 1 )の現場従事者である相手方( 2 )にあっては使用許可の期間が終了したにもか

かわらず、香花売場を不正に占有していることから、その明渡し等を求めたにもかか

わらずこれに応じないため、訴えを提起するものである。
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議案第１２１号

訴 え 提 起 の 件

下記のとおり訴えを提起する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

記

１ 訴えの事件名

市営住宅明渡し等請求事件

２ 訴えの相手方

（ 1 ）＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊ ＊ ＊

（ 2 ）＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊ ＊ ＊ ＊

３ 訴えの趣旨

(1) 次に掲げる市営住宅の明渡しを求める。

ア 相手方( 1 )にあっては当該住所地の市営住宅

イ 相手方( 2 )にあっては＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

(2) 次に掲げる金員の支払を求める。

ア 相手方( 1 )にあっては滞納家賃、家賃相当損害金及び延滞金

イ 相手方( 2 )にあっては滞納家賃、家賃相当損害金及び延滞金

(3) 相手方( 1 )にあっては滞納家賃等の全額を支払い、以後の家賃を滞納せずに支払う

と申し出た場合、この項( 1 )及び( 2 )の規定にかかわらず、市は当該市営住宅を対象

とした訴え提起前の和解を申し立てることができる。
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４ 訴訟方法等

控訴、上告、和解、調停その他本件処理に関する事項は、市長に一任する。

（参考）

○訴えを提起する理由

市営住宅の入居者である相手方( 1 )にあっては家賃等を長期にわたり滞納し、市の

催告にもかかわらずこれに応じないため、相手方( 2 )にあっては市営住宅を不正に使

用し、市の明渡し請求にもかかわらずこれに応じないため、訴えを提起するものであ

る。
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議案第１２２号

市 道 路 線 認 定 の 件

下記のとおり市道路線を認定する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

記

整理 起 点 備 考
路 線 名

番号 終 点 延長(ｍ) 幅員(ｍ) その他

神園町１番１２地先 ６．００
① 西第１４５０号線 ２７８

神園町１番２３地先 ～９．００

② 西第１４５１号線 ６８ ６．００
神園町１番４地先

神園町１番４地先

③ 西第１４５２号線 ４３ ６．００
神園町１番１５地先

神園町１番１５地先

神園町１番５地先 自転車歩行
④ 西第１４５３号線 ６５ ４．００

神園町１番５地先 者専用道路

（参考）

○提案理由

開発行為に係る公共施設の帰属により、市道の路線認定を行うため。
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議案第１２３号

工事請負契約変更の件

令和４年１２月１９日議決を得た工事請負契約締結の件中、契約金額を下記のとおり変

更する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

記

議 決 番 号 変 更 事 項

契約金額「金１，５４０，０００，０００円」を
議決第６７７号

「金１，５６８，０１７，９２２円」に変更する。

（参考）

１ 変 更 理 由 既存校舎の劣化状況による外壁下地補修の施工数量増加等の結果、

増額変更するものである。

２ 原契約の目的 甲陽園小学校長寿命化改修他工事

３ 契約の相手方 西宮市東町１丁目１０番２７号

三日月建設・国松工務店 特定建設工事共同企業体

４ 工 期 令和４年１２月２０日から令和７年１月３１日まで
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議案第１２４号

工事請負契約変更の件

令和５年７月５日議決を得た工事請負契約締結の件中、契約金額を下記のとおり変更す

る。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

記

議 決 番 号 変 更 事 項

契約金額「金２４７，０１６，０００円」を
議決第 ２２ 号

「金２６６，４２７，１２１円」に変更する。

（参考）

１ 変 更 理 由 「令和５年３月適用の公共工事設計労務単価等の運用に係る特例措

置」適用により、労務・資材等単価を変更するとともに、近隣住民

への防塵対策のためのメッシュフェンスの嵩上げや、運動場の排水

性向上のため、透水層の見直し等を行った結果、増額変更するもの

である。

２ 原契約の目的 安井小学校運動場他整備工事

３ 契約の相手方 大阪市鶴見区横堤４丁目２４番８号

株式会社 運動施設
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４ 工 期 令和５年７月６日から令和７年１月３１日まで
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報告第 ２７ 号

処 分 報 告 の 件

下記の事件について専決処分したので報告し、承認を求める。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

記

専決第５５号

西宮市手数料条例の一部を改正する条例制定の件専決処分書

西宮市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分する。

令和６年１月３１日専決

西宮市長 石 井 登志郎

記

西宮市条例第２５号

西宮市手数料条例の一部を改正する条例
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西宮市手数料条例（平成１１年西宮市条例第３４号）の一部を次のように改正する。

付則第５項中「別表第１第８号」を「別表第１第１号」に、「第１２０条第１項又は第

１２６条」を「第１０条第１項、第１０条の２第１項から第５項まで若しくは第１２６条

の規定に基づく戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は同法第１２０条第１項、第１２０条の

２第１項若しくは第１２６条」に改め、「第１２０条第１項」と」の次に「、「戸籍の謄

抄本又は戸籍証明書交付手数料」とあるのは「戸籍証明書交付手数料」と」を加える。

別表第１第１号を次のように改める。

(1) 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第１０条第１項、第１０条の２第１項から第

５項まで若しくは第１２６条の規定に基づく戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は同法

第１２０条第１項、第１２０条の２第１項若しくは第１２６条の規定に基づく戸籍証

明書の交付 戸籍の謄抄本又は戸籍証明書交付手数料 １通につき４５０円

別表第１中第２号を削り、第３号を第２号とし、同号の次に次の１号を加える。

(3) 戸籍法第１２条の２において準用する同法第１０条第１項若しくは第１０条の２第

１項から第５項までの規定若しくは同法第１２６条の規定に基づく除かれた戸籍の謄

本若しくは抄本の交付又は同法第１２０条第１項、第１２０条の２第１項若しくは第

１２６条の規定に基づく除籍証明書の交付 除籍の謄抄本又は除籍証明書交付手数

料 １通につき７５０円

別表第１中第４号を削り、第５号を第４号とし、同表第６号中「交付又は」を「交

付、」に改め、「事項の証明書の交付」の次に「又は同法第１２０条の６第１項の規定に

基づく届書等情報の内容の証明書の交付」を加え、「届出・申請の受理又は届書その他の

書類の記載事項の証明書手数料」を「届出・申請の受理の証明書、届書その他書類の記載

事項の証明書又は届書等情報内容証明書交付手数料」に、「法務省令で定める様式によ

る」を「戸籍法施行規則（昭和２２年司法省令第９４号）第６６条第２項に規定する附録

第２１号書式により」に改め、同号を同表第５号とし、同号の次に次の１号を加える。

(6) 戸籍法第４８条第２項（同法第１１７条において準用する場合を含む。）の規定に

基づく届書その他市長の受理した書類を閲覧に供する事務又は同法第１２０条の６第

１項の規定に基づく届書等情報の内容を表示したものを閲覧に供する事務 届書その

他書類又は届書等情報の内容を表示したものの閲覧手数料 １件につき３５０円

別表第１第７号から第１１号までを次のように改める。
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(7) 戸籍法第１２０条の３第２項の規定に基づく戸籍電子証明書提供用識別符号の発行

（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年法律第１５１号）

第７条第１項の規定により同法第６条第１項に規定する電子情報処理組織を使用する

方法（地方公共団体の手数料の標準に関する政令に規定する総務省令で定める金額等

を定める省令（平成１２年自治省令第５号）第１条の２に規定するものに限る。以下

この号及び次号において同じ。）により戸籍電子証明書提供用識別符号の発行を行う

場合（当該発行に係る戸籍電子証明書の請求が同法第６条第１項の規定により同項に

規定する電子情報処理組織を使用する方法により行われた場合に限る。）における当

該発行及び戸籍電子証明書提供用識別符号の発行に係る戸籍電子証明書の請求を行う

者が同時に当該戸籍電子証明書が証明する事項と同一の事項を証明する戸籍の謄本若

しくは抄本又は戸籍証明書の請求を行う場合における当該発行を除く。） 戸籍電子

証明書提供用識別符号発行手数料 １件につき４００円

(8) 戸籍法第１２０条の３第２項の規定に基づく除籍電子証明書提供用識別符号の発行

（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律第７条第１項の規定により同法

第６条第１項に規定する電子情報処理組織を使用する方法により除籍電子証明書提供

用識別符号の発行を行う場合（当該発行に係る除籍電子証明書の請求が同項の規定に

より同項に規定する電子情報処理組織を使用する方法により行われた場合に限る。）

における当該発行及び除籍電子証明書提供用識別符号の発行に係る除籍電子証明書の

請求を行う者が同時に当該除籍電子証明書が証明する事項と同一の事項を証明する除

かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は除籍証明書の請求を行う場合における当該発行を

除く。） 除籍電子証明書提供用識別符号発行手数料 １件につき７００円

(9)から(11)まで 削除

付 則

この条例は、令和６年３月１日から施行する。
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（参考）

（現行抄）○西宮市手数料条例

付 則

５ 当分の間、西宮市住民基本台帳カードの利用に関する条例（平成１８年西宮市条例第４１

号）第２条第１号に規定する証明書自動交付機又は多機能端末機による場合における別表第１

第８号並びに別表第２第１号、第３号、第６号及び第７号の規定の適用については、別表第１

第８号中「第１２０条第１項又は第１２６条」とあるのは「第１２０条第１項」と、「４５０

円」とあるのは「４００円」と、別表第２第１号、第３号、第６号及び第７号中「３００円」

とあるのは「２００円」と、同表第６号中「住民票又は戸籍の附票」とあるのは「住民票」と

する。

（第２条関係）別表第１

(1) 削除

(2) 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第１０条第１項、第１０条の２第１項から第５項ま

で又は第１２６条の規定に基づく戸籍の謄本又は抄本の交付 戸籍の謄抄本交付手数料 １

通につき４５０円

(4) 戸籍法第１２条の２において準用する同法第１０条第１項若しくは第１０条の２第１項か

ら第５項までの規定又は同法第１２６条の規定に基づく除かれた戸籍の謄本又は抄本の交

付 除籍の謄抄本交付手数料 １通につき７５０円

(6) 戸籍法第４８条第１項（同法第１１７条において準用する場合を含む。）の規定に基づく

届出若しくは申請の受理の証明書の交付又は同法第４８条第２項（同法第１１７条において

準用する場合を含む。）若しくは第１２６条の規定に基づく届書その他市長の受理した書類

に記載した事項の証明書の交付 届出・申請の受理又は届書その他の書類の記載事項の証明

書手数料 １通につき３５０円。ただし、婚姻、離婚、養子縁組、養子離縁又は認知の届出

の受理について、請求により法務省令で定める様式による上質紙を用いる場合にあっては、

１通につき１,４００円

(7) 戸籍法第４８条第２項（同法第１１７条において準用する場合を含む。）の規定に基づく

書類の閲覧 届書その他の書類の閲覧手数料 書類１件につき３５０円

(8) 戸籍法第１２０条第１項又は第１２６条の規定に基づく磁気ディスク（これに準ずる方法

により一定の事項を確実に記録することができる物を含む。以下同じ。）をもって調製され

た戸籍に記録されている事項の全部又は一部を証明した書面の交付 戸籍の記録事項証明書

手数料 １通につき４５０円

(9) 戸籍法第１２０条第１項又は第１２６条の規定に基づく磁気ディスクをもって調製された

戸籍に記録されている事項に関する証明書の交付 戸籍に記録されている事項に関する証明

手数料 証明事項１件につき３５０円

(10) 戸籍法第１２０条第１項又は第１２６条の規定に基づく磁気ディスクをもって調製され

た除かれた戸籍に記録されている事項の全部又は一部を証明した書面の交付 除籍の記録事

項証明書手数料 １通につき７５０円

(11) 戸籍法第１２０条第１項又は第１２６条の規定に基づく磁気ディスクをもって調製され

た除かれた戸籍に記録されている事項に関する証明書の交付 除籍に記録されている事項に

関する証明手数料 証明事項１件につき４５０円
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報告第 ２８ 号

処 分 報 告 の 件

下記の事件について専決処分したので報告し、承認を求める。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

記

専決第５３号

西宮市手数料条例の一部を改正する条例制定の件専決処分書

西宮市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分する。

令和６年１月２９日専決

西宮市長 石 井 登志郎

記

西宮市条例第２４号

西宮市手数料条例の一部を改正する条例
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西宮市手数料条例（平成１１年西宮市条例第３４号）の一部を次のように改正する。

別表第１第１６３号中「及び第１７７号から第１７８号の３まで」を「、第１７７号、

第１７８号、第１７８号の５及び第１７８号の６」に改め、同表第１７８号の３を同表第

１７８号の６とし、同表第１７８号の２の２を同表第１７８号の５とし、同表第１７８号

の２を同表第１７８号の４とし、同表第１７８号の次に次の２号を加える。

(178 2) 介護保険法第１１５条の２２第１項の規定に基づく指定介護予防支援事業者のの

指定の申請に対する審査 指定介護予防支援事業者指定申請手数料 １４，０００円

(178 3) 介護保険法第１１５条の３１において読み替えて準用する同法第７０条の２第の

４項において準用する同法第１１５条の２２第１項の規定に基づく指定介護予防支援

事業者の指定の更新の申請に対する審査 指定介護予防支援事業者指定更新申請手数

料 ７，０００円

付 則

この条例は、公布の日から施行する。

（参考）

（現行抄）○西宮市手数料条例

（第２条関係）別表第１

(163) 介護保険法第７８条の２第１項の規定に基づく指定地域密着型サービス事業者の指定の

申請（申請に係る事業所が本市の区域内にある場合に限る。次号から第１６６号まで及び第

１７７号から第１７８号の３までにおいて同じ。）に対する審査（次号に該当するものを除

く。） 指定地域密着型サービス事業者指定申請手数料 ２０,０００円



 

 

報告第 ２９ 号 

処 分 報 告 の 件 

 

下記の事件について専決処分したので報告し、承認を求める。 

 

 令和６年２月２１日提出 

 

                西宮市長  石 井 登志郎 

 

 

記 

専決第 ５６ 号 

 

令和５年度 西宮市一般会計補正予算（第７号）専決処分書 

令和５年度 西宮市の一般会計補正予算（第７号）は次に定めるところによる。 

（ 歳入歳出予算の補正 ） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 840,750 千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ 206,964,709 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和６年１月３１日専決 

 

西宮市長  石 井 登志郎 
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                          第 １ 表     歳 入 歳 出 予 算 補 正

     １ 歳 入                                                                      （単位：千円）
┏━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┓
 ┃         款         │         項         │   補正前の額   │   補 正 額   │       計       ┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
 ┃45  国庫支出金      │                    │      45,388,735│         840,750│      46,229,485┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
 ┃                    │10  国庫補助金      │      13,432,630│         840,750│      14,273,380┃
┠──────────┴──────────┼────────┼────────┼────────┨
 ┃    歳   入   合   計    │     206,123,959│         840,750│     206,964,709┃
┗━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┛
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     ２ 歳 出                                                                      （単位：千円）
┏━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┓
 ┃         款         │         項         │   補正前の額   │   補 正 額   │       計       ┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
 ┃15  民 生 費        │                    │     102,797,926│         840,750│     103,638,676┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
 ┃                    │05  社会福祉費      │      28,743,894│         840,750│      29,584,644┃
┠──────────┴──────────┼────────┼────────┼────────┨
 ┃    歳   出   合   計    │     206,123,959│         840,750│     206,964,709┃
┗━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┛
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給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

一 般 会 計

　 　１．一 般 職

　　　（１）　　総　括

（単位：千円）

報酬 給    料 職 員 手 当 等 計

（2,321）

3,463

（2,321）

3,463

　　　　（注）　　　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

＜　職員手当等の内訳　＞ （単位：千円）

924,670

925,070

備    考

比   較

4,269,601

4,269,601 13,880,004 31,429,609

31,430,009

13,280,004

13,880,404

共  済  費
給　　 　　　与　　　 　　費

区　分
職 員 数

（人）
合    計

37,404,491

400 400

13,280,004 5,974,882 37,404,891

5,974,882補正前

超過勤務手当
管 理 職 員

特別勤務手当

828,600

400

宿 日 直 手 当 退 職 手 当 児 童 手 当

補正後

7,354,860

比   較

補正後

補正前 2,138,350

区   分 期末勤勉手当

補正後 2,138,350

教員特別手当

12,305

10,550

50

区   分 地 域 手 当 扶 養 手 当 管 理 職 手 当 特殊勤務手当 通 勤 手 当

369,110 828,600

168,868 356,037

168,868 356,037

369,110

12,305

住 居 手 当

10,550400,910

400,910

400

1,076,544 239,150

比   較

補正前 7,354,860 50 1,076,544 239,150
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　　　ア．　会計年度任用職員以外の職員

（単位：千円）

　　　　（注）　　　（　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書き。

＜　職員手当等の内訳　＞ （単位：千円）

　　　イ．　会計年度任用職員

（単位：千円）

　　　　（注）　　　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

＜　職員手当等の内訳　＞ （単位：千円）

比   較

補正後

比   較

児 童 手 当

2,770

2,77014,479

補正前

15,922 1,533,944

特殊勤務手当 通 勤 手 当 期末勤勉手当

補正後

比   較

退 職 手 当

15,922 1,533,944 14,479

補正前

区   分

10

超過勤務手当

51,788

比   較

補正前 77,452

1,062,065

補正後

区   分 地 域 手 当

77,452

補正後
（2,273）

（2,273）

区   分 地 域 手 当

1,696,365

4,269,601 516,334補正前 7,520,594

208

208

236,380

教員特別手当 退 職 手 当 児 童 手 当

12,305 1,062,065 236,380

50 12,305

備    考共  済  費 合    計
計

給　　 　　　与　　　 　　費

1,696,365

6,482,300

報酬

10

職員手当等

4,269,601 516,334 1,038,294 7,520,594

6,482,300 1,038,294

51,788

340,115

828,600 10,550 873,282

828,600

400

168,858

168,85810,550 872,882

超過勤務手当

比   較

区　分

区　分

職 員 数
（人）

職 員 数
（人） 給    料

補正前

2,060,898 369,110 400,910

2,060,898

補正後

給    料 職 員 手 当 等

369,110 400,910

通 勤 手 当 期末勤勉手当 宿 日 直 手 当

50

備    考
給　　 　　　与　　　 　　費

（48）

3,255

（48）

12,763,670 12,184,039 24,947,709

12,763,670

4,936,588 29,884,297

4,936,588 29,883,897

計
共  済  費

3,255
12,183,639 24,947,309

合    計

特殊勤務手当管 理 職 手 当

340,115 5,820,916

5,820,916

400 400 400

扶 養 手 当 住 居 手 当
管 理 職 員

特別勤務手当

41－9



　　　会計年度任用職員以外の職員の予算科目別給与費補正額内訳

　　　　   　職　　　  　　　員　　　　　　  　手　　　　  　　　当 

職員数

(人)

社会福祉総務費 400 400

一般会計合計 400 400

　　　（２）　　給料および職員手当等の増減額の明細

（単位：千円）

増　減　額 説　　　　　　　明

400

400

予  算  科  目 給　　　料 職員手当等
地 域 手 当 扶 養 手 当 住 居 手 当 管理職手当

超 過 勤 務
手　 当

区　　　　　　　分 増　減　事　由　別　内　訳

職　員　手　当　等 非課税世帯臨時特別給付

金関連業務に係る手当の

　1．超 過 勤 務 手 当 増額

41－10



（単位：千円）

             等　　　　　　　の　　　　　　　内　　　　　　　訳      共　　済　　費　　の　　内　　訳

共 済 組 合 振　興　会 再  任  用

公 立 学 校 厚  生  会 災害基金

共　済　費特 殊 勤 務
手   当

通 勤 手 当
期 末 勤 勉

手   当
そ の 他 の 手 当

41－11



42－1

報告第 ３０ 号

処 分 報 告 の 件

下記の事件について専決処分したので報告する。

令和６年２月２１日提出

西宮市長 石 井 登志郎

記

地方自治法第１８０条第１項の規定による市長の専決処分事項の指定に基づき、次の事

件を専決処分する。

専決第４５号 令和 ５ 年１１月２４日

専決第４６号 令和 ５ 年１１月２８日

専決第４７号 令和 ５ 年１２月 ６ 日

専決第４８号 令和 ５ 年１２月１９日

専決第４９号 令和 ５ 年１２月２５日

専決第５０号 令和 ５ 年１２月２８日

専決第５１号 令和 ６ 年 １ 月１２日



42－2

和解に係る専決処分（指定事項第１号該当）

専 決 年 月 日 令和５年１１月２８日

専 決 番 号 第４６号

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊ ＊ ＊ ＊
相 手 方

令和５年１１月１０日午前８時３０分頃、西宮市南甲子園１丁目２－７

先市道鳴第１６６号線において、相手方車両（自転車）が走行していた
事 件 の 概 要

ところ、市が管理するツリーサークルにはまり、同車両の前輪が破損し

たもの。

相手方車両の修理費（１，７００円）の５０パーセントを市が、５０パ

ーセントを相手方が負担する。
和 解 の 要 旨

専 決 年 月 日 令和５年１２月２５日

専 決 番 号 第４９号

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊
相 手 方

令和５年７月２６日午後２時７分頃、西宮市六湛寺町３－１市役所前公

共駐車場内において、自転車対策課の車両（軽貨物車）が移動中、上り
事 件 の 概 要

スロープから合流しようとした相手方車両（軽乗用車）と接触し、両車

両が破損したもの。

相手方車両の修理費（２１５，５８９円）及び市車両の修理費

和 解 の 要 旨 （１８０，８５１円）の４０パーセントを市が、６０パーセントを相手

方が負担する。



42－3

専 決 年 月 日 令和５年１２月２８日

専 決 番 号 第５０号

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊ ＊ ＊
相 手 方

令和５年１０月１８日午後３時５分頃、西宮市池田町１－１６先におい

て、住宅管理課の車両（軽貨物車）が交差点に進入したところ、左方向
事 件 の 概 要

から同交差点に進入した相手方車両（乗用車）と接触し、両車両が破損

したもの。

相手方車両の修理費（５６５，７３０円）及び市車両の修理費

和 解 の 要 旨 （４２３，５００円）の３０パーセントを市が、７０パーセントを相手

方が負担する。

専 決 年 月 日 令和６年１月１２日

専 決 番 号 第５１号

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊ ＊ ＊ ＊
相 手 方

令和５年１１月２７日午後１時頃、西宮市甲子園九番町１１先におい

事 件 の 概 要 て、環境衛生課の車両（軽貨物車）が車線変更しようとしたところ、走

行中の相手方車両（乗用車）と接触し、両車両が破損したもの。

相手方車両の修理費（２４０，０００円）及び市車両の修理費

和 解 の 要 旨 （６，４９０円）の９０パーセントを市が、１０パーセントを相手方が

負担する。



42－4

損害賠償の額の決定に係る専決処分（指定事項第２号該当）

専 決 年 月 日 令和５年１１月２４日

専 決 番 号 第４５号

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
相 手 方

＊ ＊ ＊ ＊

令和５年１１月６日午後２時頃、西宮市六湛寺町１０－３西宮市役所本

庁舎税務管理課窓口において、相手方が自動車臨時運行許可申請を行っ
事 件 の 概 要

た際、同課職員が預かった相手方自動車検査証を誤ってシュレッダーで

破棄したもの。

損害賠償の額 自動車検査証再交付手数料相当額 ３５０円

専 決 年 月 日 令和５年１２月６日

専 決 番 号 第４７号

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
相 手 方

＊ ＊ ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

令和５年１０月２日午前９時５８分頃、西宮市東鳴尾町２丁目１先にお

いて、美化第２課の車両（塵芥車）が信号のない交差点を右折したとこ
事 件 の 概 要

ろ、停車中の相手方車両（軽自動車）に接触し、同車両に乗車していた

相手方が負傷したもの。

損害賠償の額 治療費等 １０７，０３６円



42－5

専 決 年 月 日 令和５年１２月１９日

専 決 番 号 第４８号

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
相 手 方

＊ ＊ ＊ ＊

相手方に対する令和３年度から令和５年度までの市民税及び県民税の課

税に誤りがあり、これらを修正したところ、令和４年度及び令和５年度

については非課税となり、本来、受給できた令和４年度住民税非課税世

帯等に対する臨時特別給付金（１００，０００円）、令和４年度電力・事 件 の 概 要

ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金（５０，０００円）及び令和５

年度電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金（３０，０００円）

を相手方が受給できなかったもの。

損害賠償の額 当該給付金合計相当額 １８０，０００円
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